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取引先素材工場のルータイが建設した汚水処理場。1日あたりの排水量2万tのうち、1.2万tの水を浄化して工場で再利用
するほか、地域の生活廃水約6万tも浄化処理して河川に戻しています。
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報告対象範囲：
原則としてファーストリテイリンググループ

（株式会社 ファーストリテイリングおよび国内・海外事業会社）を対象とし、異なる場合は個別に対象範囲を記載
 報告対象期間:
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※本サステナビリティレポートの数値は、特に記載のない限り、会計年度での実績を開示
※特に重要な報告事項に関しては、可能な範囲での最新情報を開示
 参考にしたガイドライン：
GRI「サステナビリティ・レポーティング・ガイドライン第4版」
 発行：
2018年1月（次回2019年1月予定）

ファーストリテイリングのウェブサイト
● 株式会社 ファーストリテイリング
 www.fastretailing.com/
● 株式会社 ファーストリテイリング「サステナビリティ」 
 www.fastretailing.com/jp/sustainability/

服のチカラを、社会のチカラに。

素材工場が建設した汚水処理場（p18）
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A  L E T T E R  F R O M  O U R  C E O

なるためのチャレンジです。「持続可能かどうか」をあらゆる

仕事の判断基準とし、日常のビジネスそのものがサステナ

ビリティの実現である。そういう明確な意識を共有した企業

になることを宣言します。

「服を変え、常識を変え、世界を変えていく」

これはファーストリテイリング（FR）グループのステートメント

です。私たちFRグループは服のビジネスを通じ、社会をより良

い方向に変えるために事業を行っています。最終的な判断基

準は、事業に関わるすべての人々が幸福になっているかにあ

ります。社会が未来にわたって平和で安定的に持続、発展でき

なければ、どれだけ大きな利益を上げても意味がありません。

本当に良い服をつくって、売り、自分たちだけでなく、すべて

のステークホルダー、社会全体が幸せになる。これが究極の

目的です。そのためにまず、自ら変わり、世界を変える。私たち

は時代を超え、国境を超え、世界のあらゆる人々に服を着る

喜び・幸せ・満足を提供し続けることで、持続可能な世界の

実現のために全力を尽くすことを約束します。

こうしたことを全員がもっと深く考え、日々の仕事を変えて

いかなければなりません。

そのような問題意識に立って、2017年春から店舗も含む全

世界のすべての従業員、11万人を対象にサステナビリティ

に関するeラーニング講座などの受講を必須としました。

8言語での受講が可能で、2017年8月末現在、全従業員の

7割以上が受講を終え、今年度中に全員が修了する見込み

です。サステナビリティに対する経営の明確な方針を従業員

に伝えると同時に、店舗や本部の従業員の意見を徹底的に

聞き、「今何をすべきか」「なぜやらなければならないのか」

を話し合い、行動に移す取り組みに着手しています。

加えて、私たちの事業で特に地球環境や社会への影響と

責任の大きい分野として「サプライチェーン」「商品」「店舗

とコミュニティ」「従業員」の4つの領域を特定し、持続可能

性の実現に向けた行動指針「サステナビリティポリシー」を

制定しました。さらにサプライチェーンの透明性を高め、環境

と人権に一層の責任を果たしていく目的で、ユニクロとジー

ユーの主要取引先である縫製工場のリストを公開しました。

私たちは今全社を挙げて「有明プロジェクト」の実現に取り

組んでいます。これは生産や物流のプロセスにとどまらず、

店舗での接客、従業員の働き方含め、仕事の仕方をすべて

変え、サステナビリティを基盤としたまったく新しい企業に

世界中の国や企業、人々がデジタルを通じてダイレクトにつ

ながる時代。世界のどこかで起きたことが即座にあらゆる

人々の生活やビジネスに影響します。地球上から「他人事」

はなくなりました。透明性のある責任をもった行動がすべて

の企業や個人に求められています。

一方で世界には、環境負荷の増大、貧困、難民問題、人種

差別、テロ、地域紛争など一刻の猶予も許されない問題が

山積しています。人類の長期的な生存自体が危ぶまれる

状況です。世界が平和で持続可能でない限り、企業活動は

できません。サステナビリティの実現そのものが企業の事業

目的でなければならない。そういう時代になりました。グロー

バルに事業を展開する企業として、私たちは社会に、そして

すべてのステークホルダーにとって「本当に良いこと」を

しているか。それが厳しく問われています。

このような観点から、ファーストリテイリング（FR）は、2017年、

新たに「服のチカラを、社会のチカラに。」をキーメッセージ

とした「サステナビリティステートメント」（後掲）を策定しま

した。良い服とは、シンプルかつ上質で、長く使える高い性能

をもつ服であり、自然との共生を深く考え、革新的な技術で

つくられた、環境に余計な負担をかけない服です。服のビジ

ネスを通じて社会の持続的発展に寄与する、そんな私たち

の決意をこのステートメントに込めました。今後はFRグルー

プすべての従業員がこれを指針にあらゆる業務を行って

いきます。

持続可能な社会の実現には、環境負荷の低減を重視した

企業活動が求められます。素材の調達から生産プロセス、

最終消費段階までのトレーサビリティ（追跡可能性）の確保と

透明性の向上、情報開示に取り組みます。また事業に関わる

すべての人たちの人権、安全、健康の確保、さらには現実の

生活で困難な状況に陥っている世界の人々に対し、私たち

の事業を通じて何ができるのかを常に考え、実行します。

それらの活動における私たちの基本的な考え方は「無駄な

ものをつくらない、運ばない、売らない」。すべての業務プロ

セスを私たち自身が完全に理解し、把握したうえで、明確な

目標を自ら設定します。そして生産や物流のパートナー、

取引先と一緒に問題を解決していきます。重要なのは言葉

でなく行動です。一つひとつの日常的な事業活動がサステ

ナブルな世界の実現につながっているか、常にそのことを

考えながら仕事に取り組みます。

しかし現実を省みれば、私たちの取り組みは緒についたば

かりで、まだまだ不十分です。自分たちの扱っている商品、

日々行っている商売が本当にお客様や社会のためになって

いるか。私たちの進める事業のコストと効果が見合っているか。

サステナビリティの実現は
企業活動の目的

一人ひとりの従業員と話し合い、
行動に移す

無駄なものをつくらない、運ばない、売らない
日々の事業を通じて持続可能な社会をつくる

日常の活動でサステナブルな
世界を実現する

株式会社 ファーストリテイリング
代表取締役会長兼社長

柳井 正
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ฉき、「今Կをすきか」「なͥやらなけれならないのか」
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とコミュニティ」「従業員」の4つのྖ域を特定し、持続可能

性の実現に向けた行動指針「サステナビリティポリシー」を

制定しました。さらにサプライチェーンの透明性を高め、環ڥ

と人権に一のを果たしていく目的で、ユニクロとジー

ユーのओ要取引ઌである๓場のリストを公開しました。

て「有明プロジェクト」の実現に取り͛ڍたͪは今全社をࢲ
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企業活動がٻめられます。ૉࡐのௐୡから生࢈プロセス、

最ऴফඅஈ֊までのトレーサビリティ（可能性）の֬保と

透明性の向上、情報開示に取り組みます。また事業に関わる
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セスをࢲたͪ自が完全に理ղし、Ѳしたうえで、明֬な

目標を自ら設定します。そして生࢈やྲྀのパートナー、

取引ઌと一ॹに問題をղ決していきます。重要なのはݴ༿
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いるか。ࢲたͪの進める事業のコストとޮ果が見合っているか。

ձ社 ϑΝーετϦςΠϦング දऔకձ݉社ࣜג
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SUSTAINABILITY STATEMENT

服のチカラを、
社会のチカラに。

よい服をつくり、よい服を売ることで、

世界をよい方向へ変えていくことができる。

私たちは、そう信じています。

よい服とは、シンプルで、上質で、長く使える性能を持ち、

あらゆる人の暮らしを豊かにできる服。

自然との共生を考え、

つくられる過程で革新的な技術を使い、

地球に余計な負荷をかけない服。

健康と安全と人権がきちんと守られた環境で、

いきいきと働く多様な人々の手でつくり届けられる服。

そして、よりよい社会を願うお客様と共に活動し、

地域との共存共栄を目指していく。

私たちは、服のビジネスを通して、

社会の持続的な発展に寄与できるよう、

新たな基準をつくり、

不断の努力をもって進めていくことを約束します。



環境負荷の増大、貧困、難民問題、人種差別、テロ、地域紛争など、世界では今、一刻の猶予も許されない問題が山積しており、人類の

長期的な生存自体が危ぶまれています。これらの課題解決に向けて、国連は2015年9月、「SDGs（持続可能な開発目標）」を加盟193カ国

すべての合意で採択。「（世界中の人々が）共同の旅に乗り出すにあたり、誰も置き去りにしないことを誓う」というメッセージを発すると

ともに、国際機関と自治体、NGO・NPO、企業が協働して目標を達成していくことを目標の一つに位置づけました。ファーストリテイリング

（FR）グループにおいても、世界各地の取引先工場を含むすべての従業員が不平等なく、安全で働きがいのある労働環境を実現していく

こと（目標8）、大量生産に伴うエネルギー消費量や二酸化炭素排出量を削減し、かつ長く着られる上質な服をつくっていくこと（目標12）

などは、グローバルな事業を営むうえで重要な課題です。そこでFRは、長年にわたってこれらの課題解決を目指して取り組んできた、社内

外のステークホルダーとの協働を、一層強化していくために、「サステナビリティステートメント」を策定し、4つの重点領域を特定しました。

持続可能な社会の実現に向けて
4つの重点領域を特定

4つの重点領域重要なステークホルダー世界共通の目標

服のチカラを、
社会のチカラに。

取引先お客様

株主・投資家 コミュニティ

取引先工場の
従業員

FRグループの
従業員

政府

NGO・NPO

● 人権尊重
● 無駄をなくすことによる環境負荷の最小化
● 取引先との強固なパートナーシップによる経営の

安定と成長
● トレーサビリティの追求と課題の理解・解決
● お客様への情報開示

商品

店舗とコミュニティ

サプライチェーン
● 原材料調達・生産における社会・環境への配慮
● サステナブルな商品づくり
● 社会・環境に貢献するライフスタイルと商品の提案

● 店舗使用エネルギーの抑制・削減
● 店舗での廃棄物管理とリサイクル
● サステナブルな店舗建材・設備・消耗品
● コミュニティの安定・持続的成長

および地域社会との共存共栄
● 顧客創造および従業員のモチベーション向上に

つながる社会貢献

● 人権尊重
● 機会均等・多様性尊重
● 安全・健康尊重
● キャリア開発の促進
● 能力開発・教育の促進

従業員

ファーストリテイリンググループの重点領域
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FRグループの一人ひとりが
役割に応じた
サステナビリティを追求

特集
サステナビリティの実践

Part

それぞれの現場で

1

社会や環境に与える影響が高まるなかで
ファーストリテイリング（FR）グループは、「服を変え、常識を変え、世界を変えて

いく」というステートメントのもと、自社の事業を通じてサステナビリティの実現を

目指しています。グローバルに事業を展開するFRグループのサプライチェーンは

世界各地に広がっており、事業活動が社会や環境に与える影響は年々高まって

います。また、それらの課題の多様化、深刻化に伴い、事業リスクも増しています。

サステナビリティの実現に向けた従業員一人ひとりの取り組みが不可欠だと

考えています。

サステナビリティ目標を制定
サステナブルな世界を実現していくために、FRは環境・社会・経済のバランスを

考え、未来の地球社会を創造していくため、自社の事業を通じてさまざまな課題

解決に取り組んでいます。2017年度は、その実践に向けて、具体的なサステナ

ビリティ目標を制定。サステナブルな素材の使用や、取引先工場の労働環境の

改善、生産時の環境負荷の低減、サステナブルな店舗資材の活用、従業員の多

様性の尊重などに取り組んでいます。また同時に、「サステナビリティステート

メント」を制定するとともに4つの重点領域を特定し、サステナビリティ目標の

達成を目指しています。

従業員一人ひとりのチャレンジを重視
これらステートメントの実践と目標達成のためには、世界各地の一人ひとりの

従業員の行動が重要です。そこでFRは、人権や多様性の尊重、コンプライアンス

の重要性などを明記した「ファーストリテイリンググループ コードオブコンダクト

（CoC）」を定めて全従業員に研修を実施しています。また、研修の際には人権や

労働安全、環境への配慮が自社の成長につながることも具体例を交えて紹介。

従業員が各々の日常業務のなかで、サステナビリティの実現に粘り強くチャレンジ

し続けています。
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2016年11月。ジーンズの本場として知られる米国・ロサンゼルスに

「ジーンズイノベーションセンター」を開設。場所の選定や設備購買など、

ゼロから立ち上げたのが松原だ。彼が今注力しているプロジェクトの一つ

が、生産時の環境負荷を大幅に低減するジーンズの開発。その象徴が、

生産時の水の使用量を、極限まで抑えたジーンズだ。「環境に配慮した

ジーンズをつくることはグローバルブランドの使命です。そのうえで、生地

もシルエットも、はき心地もデザインも。さらに美しく快適なジーンズをい

かにつくるかだと考えています」。

郭はジーユー商品開発部が企画した商品を取引先工場に依頼し、サン

プル作成から生産を経て、店頭に届くまでの管理業務を担っている。

「ジーユーらしい旬のファッションを驚きの価格で提供できるよう、品質、

コスト、納期…きめ細かな進捗管理を徹底しています」。これらの業務を

通じて商品価値を高めていく一方で、取引先工場のサステナビリティを

確保することも重要なミッションだ。「そのためには、良質な素材を使い、

商品の完成度を上げつつも、コストを削減するといった、相反する要素を

満たさなければなりません。難しい仕事ですが、課題を関連部署に伝え

たり、工場でのプロセスを最適化できる効率的な生産方法を提案する

など、少しずつでも前進できることがあると思っています」。

サプライチェーン

古くから脈々と受け継がれてきた歴史と文化が、街並みや景観に色濃く残る

欧州各地で、ユニクロの店舗をデザインするジュリー。サステナビリティを

考えることはライフスタイルの一部だと彼女は言う。「過去と未来の間に今

の私がいます。ですから店舗をデザインする際には、まず地域の歴史や文

化を学び、何を残すべきかを考えます。そのうえで、未来を生きる人々に

どんな場をつくり、人々の行動や意識をどうやって良い方向に変えていけ

るかを考えます。こうしたアプローチは、子どもや地球の未来のために行動

するという私の生き方そのものであり、サステナビリティの考え方とも共通

します」。その強い意思を日々の業務に活かしながら、「これからも、店舗と

いうリアルな場でしか体験できない、わくわく感や交流の機会をつくってい

きたいですね」。

ユニクロ米国事業の旗艦店の一つ、シカゴのミシガンアベニュー店で接客

を担当するシルベスター。障がい者人材の紹介会社を通じて、2015年に

入社した彼は、どんなに忙しい日でもお客様一人ひとりに元気にあいさつ

し、丁寧に応対する。さらに仕事の合間には、新しいスタッフに自分が覚え

た業務の工夫を、積極的に共有している。そのエネルギッシュな姿勢には、

お客様から数多くのお褒めの言葉をいただくほか、同僚も大いに刺激を

受けている。「数多くの店舗のなかからユニクロを選んで来ていただいた

お客様を、仲間たちとともに歓迎し、ご要望に応えるのは当然のことです。

お客様が店舗に足を踏み入れた瞬間から、最高のサービスを提供するため

に、自分が何をすれば良いかを考え、行動する。そして、お客様にとって

記憶に残るお買い物体験にするという仕事は、私の誇りです」。

商品

店舗とコミュニティ

従業員

自社と取引先工場の
サステナビリティの両立へ

特集
サステナビリティの実践

Part

それぞれの現場で

1

郭 征
カク  セイ

ジーユー事業
生産部 リーダー

店舗の設計を通じて
地域のサステナビリティも高めていく

ユニクロEU
店舗設計 プロジェクトマネジャー

最高のサービスで
お客様の記憶に残るお買い物体験を

ユニクロ米国事業
ミシガンアベニュー店

生産時の環境にも配慮した、
今の時代に求められるジーンズを開発したい

松原 正明 シルベスター・カーギル
ジーンズイノベーションセンター
センター長

ジュリー・エスペセル
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長期的な視点で取引を開始
1990年代、ファーストリテイリング（FR）は、ユニクロ事業におけるオリジナル商品

の販売に向けて、中国の縫製工場に生産を委託しました。以来、FRは中国をはじめ

東南アジアや南アジア各国で次々と取引先工場を開拓。取引の際には技術力や

生産能力だけでなく長期的な視点から、服づくりを通じて「世界を良い方向に変えて

いく」という理念を共有することを重視し、品質管理や労務管理、安全対策、環境

活動などを確認。お互いが持続的に成長する関係づくりを目指してきました。

サプライチェーン全体でサステナビリティを追求
90年代以降、世界では環境問題や人権・労働問題などを背景に、企業の社会的

責任が強く意識されるようになりました。こうしたなか、FRは2004年から取引先

工場の労働安全や地球環境に配慮するための「生産パートナー向けのコードオブ

コンダクト（CoC）」を制定。モニタリングを開始（p26）したほか、各領域の課題

や解決策における専門的な知見をもつNGO・NPOと対話を重ねるなど、取引先工

場を含む多様なステークホルダーとの連携を活かして、課題を克服してきました。

パートナーシップのさらなる深化へ
今、FRと取引先工場のサステナビリティへの取り組みは新たな段階に入っています。

環境面では、縫製工場に対するモニタリングに加え、二次取引先の素材工場に対し

ても、サステナブル・アパレル連合（SAC）が開発した環境評価基準を活用して、エネ

ルギーや水の使用量削減活動を、協働で進めています（p27）。一方、社会面でも

モニタリングを通じて、適正な労働時間や安心・安全な労働環境を確保するほか、

一部の取引先工場に対しては一層の生産性向上や労働環境改善に向けた、IT活用

や自動化を提案しています。また、ユニクロ事業では、より計画的な発注と生産に

よって、取引先工場の経営の安定化に貢献できるよう、世界6拠点の生産事務所と

各地域の工場が連携しています。

パートナー工場と理念を共有し
サステナビリティを追求

特集
サステナビリティの実践

Part

取引先工場とともに

2

上海

ホーチミン

ジャカルタ

ダッカ
バンガロール

イスタンブール

ユニクロ事業の生産事務所

1615



த国ɾߐોলۚஃࢢɻ๛͔ͳେͳෑʹཱ͢ΔνΣンϑΣンɺ国内ʹ

Λల։͠ɺ݄�� ؒ���ສணΛੜ͢࢈ΔੈքతͳΞύϨルا業

Ͱ͢ɻϑΝーετϦςΠϦング（'3）ɺ����ʹऔҾΛ։ͯ࢝͠Ҏདྷɺ

ʮੈք࠷高ਫ४ͷͮ Γ͘ʯΛ͠ࢦɺʮঊʯ੍ （Q��）ͳͲΛ௨ͯ͡ݱ

ͷҙࣝվֵ࣭ཧମ੍Λڠಇͯ͠ڧԽɻࠓͰ'3グルーϓͷʹ

ෆՄܽͳओཁऔҾઌͷҰࣾͱͳ͍ͬͯ·͢ɻ

͜ͷ��༨ͷาΈΛɺ౹事ͷሩᅳ৽ࢯ͜͏ৼΓฦΓ·͢ɻʮ'3ͱग़ձ

͑ͨͷӡͰͨ͠ɻ'3αεςφϏϦςΟ事業ඪͱ͍͏໌֬ͳํ

Λ͓ͬͯΓɺ࣭σβΠンͳͲͷલͷ͜ͱ͚ͩͰͳ͘ɺ࿑ಇڥ

վળͷ༨͕͋ΓɺͲΜͳߋ໘ͰΑΓྑ͋͘ΔͨΊʹɺͲ͜ʹมڥ

Ε·͢ɻͯ͑͘͜ߟʹྗ͕ඞཁ͔ΛҰॹ ͏͠ ɺ従業員Λ࢟ͨ

ίετͰͳ ɺ͘ՃՁΛ͢ΔՈͱҐஔ͚ͮɺʮ8F�BSF�B�'BNJMZʯ

Λ͛ܝΔࣾͷཧ೦ͱॏͳΓ·͢ɻΞύϨル࢈業ࠓɺٸʹグローバル

ԽɺσδλルԽ͕ਐΈɺத国ͷ๓มֵΛഭΒΕ͍ͯ·͢ɻͦ ͷͳ͔

Ͱ'3ͱࣾɺ࣌ͷมԽΛձࣾ人ࡐͷػձʹ͍ͯ͘͜͠ ͱͰ合க

͍ͯ͠·͢ɻ従業員ͷ業ΛޮԽ͢ΔઃඋͷࣗಈԽͳͲɺৗతʹ'3ͱ

औΓΉࡦࢪグローバルͳΞύϨルا業ͱͷऔҾڧԽʹͭͳ͕͓ͬͯ

Γɺޙࠓ࠷ॏཁͳύーτφーͰ͋Δ͜ͱؒҧ͍͋Γ·ͤΜʯɻ

����ʹΞύϨルا業ͱ͠ ͯੈքͰॳΊͯ'-"（̿ ��）ʹ Ճໍͨ͠

ಉࣾͷ࿑ಇڥɺத国ͷΞύϨル࢈業ͷͳ͔Ͱ࠷上Ґʹ͋Γ·͢ɻҬ

高ϨϕルͷۚΛอূ͢Δͱͱʹɺૣ࠷ ͔͘ ΒޮԽʹ͚ࣗͨಈԽΛ

ਪਐɻ৽ͨͳੜ࢈ラΠンͷಋೖʹ͏҆શݚम࣮͍ͯ͠ࢪ·͢ɻ·ͨɺሩ

ͷվળͱͱʹɺࣗڥ׆࿑ಇɾੜࢯ ࣾͷઓུʹ͍ͭͯ�ճɺ従

業員ʹର͍ͯ͑ͯ͠·͢ɻ͞ Βʹɺ従業員ͷڭҭϓログラϜΩϟϦ

ΞΞοϓ੍ͳͲඋ͠ɺݸ人ͷ ɾྗ۰上ͱا業ڝ૪ྗڧԽͷ྆

ཱΛ͍ͯ͠ࢦ·͢ɻ人͕ओͷʮੈքҰڝ૪ྗͷ͋ΔʯɻνΣン

ϑΣンͱ'3ͷઓ͜Ε͔Βଓ͖·͢ɻ

த国ɾࢁ౦ল㥹തࢢɻ݄ ؒ����ສN�ͱ͍͏ੈք࠷େڃͷૉࡐੜྔ࢈Λ

ΔルーλΠɺ྆ތ Λʹғ·Ε ʮͨ࿋ହେಓʯԊ͍ʹ͋Γ·͢ɻ͜ ͷಓ

࿏໊͕ࣔ͢Α͏ʹɺಉࣾຖͷऩ益Λɺಓ࿏උΛ͡Ίɺۙ ྡͷ৬業

ઐֶߍͷڞಉӡ営ɺମҭಈԂɺ॓ޫ؍ധࢪઃͷݐઃɾҡ࣋ͳͲ

ੜ͢ΔϞσルέーεͱͯ͠ɺҬࣾձڞ業ͱҬࣾձ͕اɺ͠ݩؐʹ

ݩ͔Β͞Ε͍ͯ·͢ɻ

ҬࣾձͱͷڞੜΛࣔ͢తͳࢪઃ͕ɺԚਫॲཧͰ͢ɻૉࡐੜ࢈Ͱ

ɺଟ͘ͷਫͱછྉΛ͍·͕͢ɺҬͰਫෆછ৭ഉਫʹΑΔՏ

ͷਫ࣭ѱԽ͕ݒ೦͞Ε͍ͯ·ͨ͠ɻͦ ͜ͰಉࣾࣗΒͷۚࢿͰԚਫॲཧ

ΛݐઃɻഉਫΛ国ͷج४ҎԼͷϨϕル·Ͱড়Խ͠ɺ�͋ͨΓͷ

ഉਫྔ�ສUͷ͏ͪ���ສUͷਫΛͰ࠶利༻͍ͯ͠·͢ɻ·ͨɺഇਫ

͚ͩͰͳ͘ɺҬͷੜ׆ഇਫ�ສUড়Խॲཧͯ͠Տʹ͍ͯ͠·͢ɻ

Β͞ʹɺۙ ྡͷൃిॴΛങऩ͠ɺ࠷ઌઃඋΛಋೖɻ高͍ൃిޮͱڥ

ੑΛඋ͑ͨൃిॴ͔ΒੜΈग़͞ΕΔిؾৠؾɺͰ༻͍ΒΕΔ΄

͔ɺҰൠՈఉͷౙظஆ༻ʹ༻͍ΒΕΔͳͲɺҬͷΤωルΪーݯڅڙ

ͱ͠ ͯॏཁͳׂΛՌ͍ͨͯ͠·͢ɻ

ルーλΠͱ'3ࡏݱɺڥ໘Ͱͷ৽ͨͳઓΛ࢝Ί͍ͯ·͢ɻ'3

����ɺユニクロͷશੜྔ࢈ͷ���ΛΊΔૉࡐΛରʹɺ

ͷҰͭ४ʮ)*((ΠンσοクεʯΛಋೖɻルーλΠରجධՁڥ

ͰɺಉࣾͰ͜ͷج४Λ׆༻ͯ͠ੵͨ͠ڥσーλΛͱʹɺ����

·Γޠ͜͏ࢯࢠඪઃఆʹணख͍ͯ͠·͢ɻ౹事ͷ刘ڥ͚ͨʹ
͢ɻʮh ࣾձͱ͖合͏ܦ営 Λɦ͛ܝΔ͕ࣾɺ国ͷ੍نڥΛकΔ͜ͱ

વͷ͜ͱͰ͢ɻϕτφϜΧンϘδΞͳͲʹ事業ల։͢Δグローバル

औΓΈ͚ͨʹ͔ΒɺະདྷࢹతͳظɺΑΓʹͪͨࢲɺࠓ業ͱͳͬͨا

Λਪਐ͍͕ͯ͋͘͠ΔͷͰ͢ʯɻ

Πンΰγン

ζΟーϘ

ルーλΠ

ϦϡρーϏン

ͱ �͏�͡� ΐͪ͏

ಛू
αεςφϏϦςΟͷ࣮ફ

Part

औҾઌͱͱʹ

2

ʮੈքߴ࠷ਫ४のͮ Γ͘ʯΛͯ͠ࢦ

ʮ8F�BSF�B�'BNJMZʯͱ͍͏理೦

アύϨϧا業ͱͯ͠ॳΊͯ'-"ʹՃໍ

ʮΛͭ͘Δਓʯ͕ ओͱͳΔ
ੈքҰڝ૪力の͋Δ

๓Ͱ

ੜ͢ΔϞσϧέʔεڞ業ͱҬࣾձ͕ا

ಠࣗʹԚਫॲ理Λݐઃ

����のڥඪΛઃఆ

ʮࣾձͱܦ͏߹͖ӦʯΛ؏͖
৽ͨͳڥඪʹઓ

ૉࡐͰ

17 18



特集
サステナビリティの実践

Part

「情報製造小売業」への
進化を通じて

3

お客様満足と
サステナビリティの両立へ

サステナビリティを視野に入れた、
新しい産業をつくる
人と人、モノとモノ、モノと人とが情報で緊密につながり、製造業や流通業、サー

ビス業といった「業界」の概念が消失しつつあります。そのなかで、アパレル製造

小売業であるユニクロ事業においても、情報によるお客様とのつながりを活用し

て、いかに早くお客様にご満足いただける商品やサービスを提供できるかが、

企業競争力を左右する時代になりつつあります。一方、サステナビリティの観点

からも、お客様が求める商品をタイムリーに提供することは、原材料やエネルギー、

人材など、地球資源や経営資源を無駄なく効率的に活用することに通じています。

こうした認識のもと、ファーストリテイリング（FR）は、お客様満足度の向上と

サステナビリティを両立させる新しい産業、「情報製造小売業」への進化を目指

しています。

お客様中心のプロジェクト
お客様が求める商品をリアルタイムで企画・商品化、生産し、独自の物流網でタイ

ムリーにお届けするために、FRは2017年2月、東京都江東区の有明地区に、

約5,000坪の面積をもつオフィス「UNIQLO CITY TOKYO」をオープンしま

した。ここには、ユニクロ商品の企画、デザイン、素材調達、生産、マーケティン

グ、情報システムなどに関わる1,000人以上の従業員が集まり、「メンズシャツ」

や「ウィメンズアウター」など、商品ジャンルごとの“小チーム”で連携しながら業務

を推進しています。店頭での販売状況やSNSで交わされるお客様の声、デザ

イン会議での社内評価、取引先工場での生産状況や倉庫の在庫数などの膨大な

情報を、先端ITを活用して分析し、共有しています。

サステナビリティという新たな価値を創造
UNIQLO CITY TOKYOでは、今、お客様のニーズに応えるため、高精度な需要

予測を反映した商品情報の発信や商品改善、新商品開発、取引先工場での計画的

な増減産、店舗・倉庫での在庫管理などの業務を、従来以上のスピードで進めて

います。高品質な服をお求めやすい価格で提供するユニクロの特長を活かし

つつ、多くの情報を活用して、徹底的に無駄を省いたサステナビリティという

新たな価値創造を実現していく。ユニクロ事業にとって、サステナビリティの追求

はイノベーションと同義語です。
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世界6拠点にあるユニクロ事業の生産事務所の担当者たちは、定期的に

取引先工場を巡回し、生産計画の進捗や工場キャパシティを常に確認する

など、工場と緊密に連携しています。しかし、準備と計画を整えても、新商品

が予想以上に売れて追加生産が必要になることもあり、生産途中に数量

変更を要請するなど、労働環境に影響が出る可能性がありました。そこで

ユニクロ事業では、市場での売れ行き情報や、SNSを通じて収集したお客

様のニーズなどの情報を活用して、需要予測データの精度を向上させ、

より計画的な発注体制の構築を目指しています。

取引先工場では、FRグループの発注計画をもとに、将来の経営を見通した

自動化など、生産設備への投資が進んでいます。たとえば、ユニクロ事業

のシャツを縫製する主力取引先工場の一つ、チェンフェン（p17）では、

「ハンガーシステム」と呼ばれる縫製工程を導入しています。これは、ミ

シンで縫製する従業員一人ひとりの作業の進捗状況に応じて、その従業員

に最適なタイミングで、次に縫うパーツがハンガーに吊るされたまま届く

仕組みです。自動制御されたハンガーが縫製の全工程を一巡すると、シャツ

が完成します。システムの導入前は、各従業員の縫う速さの違いによって、

従業員の作業時間が空いたり、逆に従業員の前にパーツが積み上がるなど、

生産量のばらつきや従業員の心理的負荷が生じていました。ハンガーシス

テムの活用を通じて、従業員は一人ひとりのリズムとスピードで作業ができ、

作業効率も平準化したことで生産性は1割以上高まりました。

UNIQLO CITY TOKYOでは、お客様満足度を高めるために、商品企画・

開発において、2つのイノベーションが生まれつつあります。一つは、商品の

改善がより迅速に、頻繁に行われるようになったことです。たとえば、ユニ

クロのウェブサイト「UNIQLO UPDATE」（p33）を立ち上げました。お客

様が感じた商品へのご不満やご要望を、どう改善したかを具体的に紹介し

ています。もう一つは、新商品の開発スピードが向上したことです。従来、

新商品の企画から開発まではほぼ1年を要していましたが、売れ筋、トレンド

や新素材などのさまざまな情報を、それぞれの小チームで共有。活発に議論

する環境をつくったことで、最短約2週間で商品の提案ができる体制が

整いつつあります。

店頭での販売情報や店舗・倉庫での在庫数をより精緻に、リアルタイムに

把握するために、ユニクロ事業はICチップを埋め込んだRFID（電子タグ）

を全商品に取り付ける取り組みを進めています。このタグを活用することで、

店舗や倉庫での在庫数の把握を大幅に効率化することができます。また、

販売情報を活用して、店舗で商品の入荷量を調整したり、売れ筋商品を強

調したレイアウトにすることで、お客様は欲しい商品をすぐに見つけること

ができ、在庫保管スペースも削減できます。さらに、RFIDの活用は、店舗だ

けでなく、一部の取引先工場でも始まっており、工場での生産状況もリアル

タイムで把握できるようになっています。

特集
サステナビリティの実践

Part

「情報製造小売業」への
進化を通じて

3

生産計画
リードタイムを短縮しながら
取引先工場の労働環境改善に貢献

商品企画・開発
お客様満足度を高める
迅速な商品改善・開発体制を実現

生産
発注精度を向上させることで
取引先工場の設備投資や人材育成を支援

販売・在庫管理
売れ筋商品をタイムリーに提供しながら
在庫管理の効率化と保管スペース削減を実現
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サプライチェーン

適正な労働環境と
地球環境に配慮した
サプライチェーンの構築へ

重点領域 1

課題認識

原材料調達から商品開発、生産、物流、販売――企業のサプライチェーンは国や地

域を超えて広がっています。こうしたなか、企業が社会と調和しサステナブルに発展

していくためには、自社の活動が影響を及ぼす範囲を幅広く捉えることが重要です。

そして、すべての人々の人権を尊重するとともに、サプライチェーンの課題を一つ

ひとつ特定し、解決していきます。

アプローチ

ファーストリテイリング（FR）グループの事業活動が与える影響とその責任の範囲

は、グローバルな事業展開とともにますます増大しています。こうしたなか、FRは

適正な労働環境と地球環境に配慮した責任あるサプライチェーンの構築を目指して

います。取引先工場に対しては、「生産パートナー向けのコードオブコンダクト

（CoC）」を制定し、その遵守を要請しています。またアパレル業界に関する幅広い

知見を有するNGO・NPOと連携して、環境、人権、労働環境面を中心とした定期的

なモニタリングプログラムを実施し、その強化を図っています。さらに、発注者として

の責任を果たすために、商品開発部門や生産部門、サステナビリティ部門などが

取引先工場と連携して生産性の向上や労働環境の改善に取り組んでいます。
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■ 人権、労働、環境を重視した調達を推進

　ファーストリテイリング（FR）グループは、「世界を良い方

向に変えていく」という理念にもとづき、サプライチェーン

のすべての段階で人権を守り、社会、環境の両面で責任あ

る調達の実践に努めています。

　そこでFRは、FRグループが工場との取引において、責

任ある調達を推進するためのガイドラインづくりを進めて

います。このガイドラインは、以下の3項目の実現を掲げて

います。

① 労働者の健康や安全、人権と法律で保証された権利が

守られ、生活および労働条件向上に貢献する。

② 取引先工場がFRグループとの取引を通じてビジネスを

安定的に拡大成長させることができる。

③ 適正なプロセスで生産した商品の提供を通じて、お客様

の信頼に応える。

　また、責任ある調達の実践には、関連部門が適切な手順

で業務を行う必要があります。そのため、このガイドライン

では、部門ごとに具体的な手順を明記した、業務原則を

制定しています。

　FRは、当ガイドラインをもとに、関連部門に対する研修

を実施していきます。

■ 企業取引倫理委員会の設置

　FRは「企業取引倫理委員会」を定期的に開催し、企業間

取引における課題案件を審議しています。委員会はサステ

ナビリティ部責任者を委員長とし、常勤監査役、社外監査

役、顧問弁護士や社内関係部署の責任者を中心に構成さ

れています。

　また、委員会ではFRグループの主要取引先に対して、

2003年度から年1回のアンケートを実施しています。

2017年度は、330社にアンケートを依頼しました。特に、

取引先工場に対しては、調達の現状についてフィードバック

をいただくための質問項目を拡充しました。アンケートの

結果は、責任ある調達を推進するためのガイドラインにも

反映させ、改善につなげていきます。

■ 「生産パートナー向けのコードオブコンダクト」を改定

　取引先工場の労働環境の改善、従業員の人権尊重と満

足度向上、工場の生産性と品質の向上という観点から、FR

は「生産パートナー向けのコードオブコンダクト（CoC）」を

制定しています。2015年からは工場労働者の権利保護に

取り組む国際NPO、公正労働協会（FLA）に加盟。2016年

にはFLAなどとの意見交換を通じて、ホットライン制度の強

化など、CoCの一部を改定しました。

　取引先工場がCoCに合意し、遵守を誓約することが、FR

と取引先工場で交わされる契約に含まれています。

■ 取引先工場への労働環境モニタリングを実施

　FRは、「生産パートナー向けのCoC」の各項目につい

て、縫製工場と素材工場を対象とした労働環境モニタリン

グを実施し、その結果を開示しています。

　労働環境モニタリングでは、取引先工場の労働環境や環

境対応を外部の専門機関が定期的にモニタリングし、FRが

その評価を取引先工場に伝えています。改善が必要な工場

については、FRの従業員が直接訪問し、取引先工場ととも

に改善活動に取り組みます。また、新規に取引を開始する

工場に対しては「事前モニタリング」を実施することで、早

期に労働環境の改善に着手できるようにしています。

　2015年からは、国際労働機関（ILO）と国際金融公社

（IFC）の共同プログラム、「ベターワーク」によるモニタリン

グも実施しています。複数ブランドによる縫製工場へのモ

ニタリングや改善活動の重複を減らすことで、より労働環

境の改善に注力できるよう支援しています。

■ 取引先工場からFRへのホットラインを整備

　FRは、取引先工場において従業員が職場の問題を通報

したり、意見や懸念を表明できるホットラインの有無や実効

性の把握に努めています。2017年度は、FLAの基準を踏

まえ、ホットラインの有効性や工場従業員の代表者制度、

トレーニング機会の確保に関する監査項目を加えました。

また、工場の従業員が直接、FRに通報できるホットライン

の運用を開始。今後、対象工場を順次拡大していきます。

■ 取引先工場を定期的に訪問

　世界6拠点にあるユニクロ事業の生産事務所の従業員

が、取引先工場を定期的に訪問し、品質管理体制や生産

状況、環境対応などを確認しています。

　訪問時には、課題の解決策を協議するとともに、定めら

れた労働時間を維持できるよう、工場の生産能力に応じて

発注量や納期を互いに精査しています。さらに、取引先工

場に、工場内部の監査の仕組みと体制の構築を推進するた

め専任担当者の設置を求めるなど、取引先工場の自主マネ

ジメント力の向上に取り組んでいます。

■ 素材生産工程での水・エネルギー使用量の削減

　FRは、サプライチェーンにおける環境負荷の低減に取り

組んでいます。なかでも、水やエネルギーを使用する、素材

の生産工程で生じる環境負荷は大きな割合を占めていま

す。そこでFRは、素材工場を対象に、環境と労働環境の両

側面におけるモニタリングを実施しています。

　2014年には、取り組みをさらに強化していくために、サ

ステナブル・アパレル連合（SAC）に加盟。ユニクロ商品の

全生産量の70%を占める主要素材工場に対して、SACが

開発した環境評価基準であるHIGGインデックスを、2015

年に導入しました。FRは、この基準を利用して「素材工場

環境プログラム」を開発。環境マネジメントシステムやエネ

ルギー使用量、温室効果ガス排出量、水使用量、化学物質

使用量など7つの環境テーマについて取り組み状況を継続

的に評価し、工場関係者と外部専門家とともに改善に取り

組んでいます。

　FRは、ユニクロ全生産量の70%を占める主要素材工場

において、2018年から2020年までの期間に、水、エネル

ギー使用量を、2016年実績値の15％、10％にあたる量を

それぞれ削減することを目指しています。

■ 業界団体や他ブランドと連携

　FRは、国際的な基準に沿ったCoCの制定や効果的なモ

ニタリングを実施していくために、また一企業では対応しき

れないアパレル業界全体の課題解決に貢献することを目指

して、業界団体や他ブランドとの連携を強化しています。

　FRが連携する主な組織と取り組みは下表の通りです。

■ 厳格な基準をもとに危険化学物質を管理

　FRは2013年から、商品の危険化学物質の排出を2020

年1月までにゼロとする「危険化学物質排出ゼロプロジェク

ト」を推進しています。この目標を達成するために、FRは、

化学薬品業界やNGOなどとさまざまな実験を実施していま

す。また、取引先工場に対して定期的なモニタリングを実施

するとともに、排水検査などで危険化学物質が検出された

場合は、匠チーム（p32）を工場に派遣して改善をサポート

しています。特に、洗浄剤として広く使用されている界面活

性剤APEOに関しては、2012年から使用ゼロを周知徹底

しています。耐久撥水加工剤のPFCに関しては、販売商品

に占める比率を2016年に約2%まで削減し、2017年秋冬

シーズンからは使用ゼロとしました。

　これら活動の透明性を確保するために、FRはウェブサイ

トで制限物質リストやプロジェクトの進捗を公開しています。

■ 主要取引先工場のリストを開示

　FRグループが取引先工場と進める生産活動に関する情

報は、本サステナビリティレポートやFRのウェブサイトで逐

次開示しています。

　サプライチェーンの透明性を高め、適正な労働環境の実

現と人権問題、環境問題に一層の責任を果たしていく目的

で、2017年2月にユニクロ、12月にジーユーの主要取引

先工場のリストをFRのウェブサイトに公開しました。

責任ある調達

適正な労働環境と地球環境に配慮した
サプライチェーンの構築へ

サプライチェーン重点領域 1

労働環境モニタリング

合
格

不
合
格

不
合
格

不
合
格

2015年度

2016年度

2017年度

101件

105件

69件

企業取引倫理委員会への上程案件数

「生産パートナー向けのコードオブコンダクト（CoC）」の主な項目

労働環境モニタリングの仕組み

6カ月以内

3カ月以内

改善の取り組み
6カ月以内

● 法的要求事項

● 児童労働

● 強制労働

● 抑圧及びハラスメント

● 差別

● 健康と安全性

● 組合結成の自由

● 賃金と諸手当

事
前
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

コ
ー
ド
オ
ブ
コ
ン
ダ
ク
ト
へ
の
サ
イ
ン
受
領

定
例
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

合
格

A · B
評価

C
評価

D
評価

E
評価

企業取引
倫理委員会
（p25）
における審議

取引
見直し

● 労働時間

● 環境保護

● 文書化とコミュニケーション

● モニタリング及び本コードオブ

コンダクトの遵守

● 是正措置

● 再委託及び資材調達

● 透明性及び誠実性
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2017年度は、FRのサステナビリティ部
担当ऀが場を๚問し、վળへのサポー
トを強化したことなどにより、AධՁが૿
加。DධՁの場では、諸手当に関する
法の変ߋへの対Ԡがれているケー
スが多いため、FRからの指ಋを強化し
ていく予定。

A

ओཁૉࡐʹ͓͚Δڥෛ （̔����）

໊শ ϛογϣンՃໍظ࣌ ৫ͷओͳ׆ಈ内容
ਫ༻ ɾྔഉग़ （ྔN�）

用ྔ ഉग़ྔ

70,116,985

55,670,588

ΤωルΪー༻ྔ合計

47,392,478（GJ）

ೋࢎԽૉഉग़ྔ

3,371,932（tCO2e）

ྲྀͷڥӨڹ（国内ユニクロ事業 �����݄ʙ�����݄）

ΤωルΪー༻ྔ

261,769（GJ）

ೋࢎԽૉഉग़ྔ

17,947（tCO2e）

バングラσγϡʹ͓͚ΔՐࡂ
༧͓Αͼݐ設ͷ҆શʹ
ؔΘΔڠఆ（௨শɿΞίード）

防Ր・̓ 全対策により、場従業員がՐ事やݐ
のյなどの事ނにרきࠐまれない、̓ 全な࿑ಇ
環ڥを実現すること。

๓場の防Ր・ݐ҆全性のධՁを実施し、合
意された基準にもとづくベストプラクティスのಋ入
を支ԉして、վળを促す。

2013年8月

ϕλーϫーク アパレルやフットウェア業界のサプライチェーンに
おいて、国内法や国ࡍ的࿑ಇ基準の९कを促す。
そして業界全体の҆定性やڝ૪ྗを高めること
で、場࿑ಇऀの権利向上や࿑ಇ環ڥのվળを、
業界を超えて実現すること。

加ໍ場に独自の監査・վળ支ԉを実施し、そのレ
ポートをෳ数ブランドでڞ有することで、ブランド
ؒの監査やվળ指ಋの重ෳをܰݮする。それによ
り࿑ಇ環ڥの持続的վળのため、管理体制の強化
にྗさせること。

2015年12月

ެਖ਼࿑ಇڠձ（'-"） ブランド、サプライϠー、市ຽஂ体、大ֶなどのڠ
ಇにより、࿑ಇऀの権利を保護し、࿑ಇ環ڥを国
。標準に適合するようվળすることࡍ

加ໍブランドおよび場の࿑ಇ環ڥϞニタリング
プログラムをධՁし、FLAの基準に適合するよう
վળに向けたアドバイスを行うこと。

2015年7月

αεςφブルɾΞύϨル࿈߹
（4"$）

アパレルやフットウェア業界のサプライチェーンに
おける環ڥෛՙをݮし、生࢈活動に関わる人ʑ
やコミュニティの発展にݙߩすること。

サプライチェーンの環ڥෛ ・̔社会的Өڹを測定
する業界ڞ通ツール（)IGGインデックス）を開発・
。させることٴී

2014年9月

A

A
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商品重点領域 2

高品質で革新的な
服づくりへ

課題認識

本当に良い服をお客様にお届けするためには、商品を通じてサステナビリティを実現

していかなければなりません。これは、企画・開発から使用後までの商品のライフ

サイクルを通じて、環境および社会的な影響に配慮すること、トレーサビリティや

商品の安全・品質を確保していくことを意味します。ファーストリテイリング（FR）は、

サステナビリティの実現はアパレル業界における共通の課題であり、業界全体での

連携・協働が重要であると考えています。

アプローチ

FRグループの売上の約8割を占めるユニクロ事業では、LifeWearをコンセプトと

した服を提案しています。LifeWearとは、高品質で、シンプルかつベーシックであり

ながら、高いデザイン性と機能性、着心地の良さを実現し、お客様の個性や価値観を

活かす服です。こうした新しい服をシーズンごとに提案するとともに、長年にわたって

着続けられる価値を通じてお客様の暮らしを豊かにしていくこと、お客様とのコミュニ

ケーションを通じてLifeWearを進化させていくことが、ユニクロ事業のサステナビリ

ティの原点です。また、FRグループは、アパレル業界におけるサステナビリティ課題

に対応していくために、環境・人権に配慮した素材選定や厳格な品質管理体制の構

築とトレーサビリティシステムの構築、お客様の声を反映させた商品開発、使用後の

リサイクルなど、商品のライフサイクル全体で環境・社会のサステナビリティを追求し

ています。
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■ 「アップサイクリング・プロジェクト」による支援

　ユニクロ事業では、廃棄物を価値あるものに変えて再利

用し、循環させていく「アップサイクリング・プロジェクト」に

取り組んでいます。

　ユニクロフィリピン事業などを中心に、ユニクロ店舗で

ジーンズのすそ直しをした際に出るハギレを利用したトート

バッグやポーチなどのグッズを製作しています。NGOと連携

し、ホームレスや難民に製作を依頼。自立支援が必要な人々

に対し、ユニクロ事業の「匠」が縫製指導にあたるなど、縫製

技術の向上と就労支援につなげることも目指しています。

　2017年度は、20人によって、約2,400個のグッズを

製作しました。グッズはユニクロ事

業が買い取り、お客様にノベルティ

として配布しました。

　また、この取り組みに賛同した企

業から、ファスナーなどの資材の提

供を受けるなどの展開もあり、今後

は、他企業との取り組みを拡大して

いきます。

■ 動物愛護と責任ある原材料調達

　ファーストリテイリング（FR）はグローバルに事業を展開

するアパレル製造小売業の責任として、原材料調達におい

ても最善を尽くしています。

　ユニクロ事業は動物愛護の観点から、メリノウールのサ

プライヤーに対して「ミュールシング」を行う農家からの調

達を廃止していくよう指示しています。ミュールシングと

は、皮ふ表面のシワが深いメリノ種の羊に害虫が繁殖する

ことを予防するために行われている措置の一つです。ユニ

クロ事業はミュールシングでなく、薬剤などによって害虫の

繁殖を防いでいる農家から調達しています。

　また、ユニクロ事業のダウン商品は、鳥に強制給餌を

行ったり鳥が生きている状態で羽毛を採取したりせず、

食肉加工工程で発生する副産物の羽毛のみを使用して

います。さらに、リアルファー（動物の毛皮）も使用していま

せん。

■ ユニクロ事業の品質・安全管理

　ユニクロ事業は、事業を展開する国や地域で制定されて

いる安全基準より高いレベルで「グローバル品質・安全基

準」を設定しています。これらの基準は、生産担当役員を

トップとする「品質確定委員会」で決定され、生産部が取引

先工場と連携しながら全商品への適用を確認しています。

また、確認した情報は関連部門間で共有しています。

　お客様からの品質面に関するお問い合わせには、商品

品質顧客対応チームが中心となって、お客様の生の声を

生産現場および関係部署と共有し、商品の改善と再発防止

に努めています。また、毎月、カスタマーセンターの「お客様

のご意見・ご要望」と、商品品質顧客対応チームの「お客様

お申し出案件」をもとに、商品の改善と対策を立案した「異

常値事例集」を作成し、世界各地の生産事務所に周知徹底

を図り、品質改善に役立てています。

■ 「匠」による取引先工場支援

　ユニクロ事業は、長年の経験をもつ「匠」と呼ばれる技術

者を取引先工場に派遣しています。素材匠と縫製匠に分か

れ、それぞれ技術指導や工程管理、人材育成にあたるとと

もに、必要に応じてジーユーなどグループ事業の取引先工

場も支援しています。

　「匠」制度は、高品質で革新的な服づくりを支える独自の

仕組みであり、商品の品質向上や生産効率の改善、安全な

作業環境の確保に重要な役割を果たしています。同時に、

サプライチェーンのキャパシティビルディング（組織の基盤

強化）においても有効です。多くの取引先工場はユニクロ

事業の商品以外も生産しているため、「匠」がもたらす技術・

プロセス改善、従業員の

スキルアップは工場自

体の成長につながり、

「匠」が多くの取引先工

場を担当することで、ア

パレル産業全体のレベ

ルアップにも貢献します。

企画・開発時の配慮

高品質で革新的な服づくりへ

商品重点領域 2

品質・安全管理の徹底

　2017年10月、セオリー事業から、サステナブルなコレクションである
「Good Wool by Theory」が誕生しました。オーストラリアのタスマニア島
にある牧羊農場からウールを調達し、再生可能エネルギーで稼動するイタリ
アの繊維工場で糸と生地を生産しています。
　「Good Wool by Theory」は軽くて柔らかく通気性にも優れることか
ら、実用性とエレガンスさを兼ね備えたシルエットを実現。スーツコレク
ションとして展開し、従来商品と同等のプライスラインで販売しました。さら
に、生分解性セルロースの裏地やゾウゲヤシの実からつくられたボタン、再
生紙を使った品質表示タグも採用しています。米国で生まれたこのコレク
ションを世界各地の店舗で販売しました。

「Good Wool by Theory」が誕生

　FRは2016年11月、ジーンズの本場として知られる米国・ロサンゼルスに
ジーンズ研究開発施設「ジーンズイノベーションセンター」を開設しました。商品
開発にあたっては、デザインや品質と同時に、生産時の環境負荷低減や業務の効
率性・安全性を追求しています。
　たとえば一般的にジーンズの生産時には、ユーズド感を出すために化学薬品と
大量の水を使用し、人がやすりで削るなどの作業を要しますが、ジーンズイノベー
ションセンターでは、レーザー加工などの最先端技術の導入によって労力・時間を
短縮するとともに、化学物質・水の使用量や廃棄物の大幅削減を可能にする
ジーンズの開発を目指しています。

「ジーンズイノベーションセンター」における
サステナブルなジーンズ開発

TOPICSTOPICS
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■ 商品・サービス改善に向けたデータ分析

　お客様の声を詳細かつスピーディに分析し、商品・サービ

スに活かしていくための取り組みを進めています。リアルタ

イムな情報収集・分析を担うグローバルデジタルコマース

部では、カスタマーセンターに寄せられる情報や商品レ

ビューからオンラインストアで交換・返品になった商品の要

因を分析し、改善策などを検討しています。

　また、お客様情報を管理する会員アプリを開発し、店頭

での商品購入時にアプリのバーコードをスキャンすること

で「どのお客様がいつどこで何を買ったか」を収集。この

データを蓄積することで、お客様の年齢・属性や購買履歴

にもとづいた最適な商品をおすすめすることが可能になり

ました。

　さらに、お客様の購買履歴や商品レビュー、モニターアン

ケート、店頭で購入いただけなかったお客様の声などを分

析することで、売れている商品の評価ポイントや改善要望、

求められている商品をリアルタイムに抽出し、関連部門と

情報共有しながら商品改善・開発につなげています。

■ カスタマーセンターでお客様の声を収集

　時代の変化とともに変わるお客様のニーズに速やかに対

応するため、ファーストリテイリング（FR）グループは世界

各地にカスタマーセンターを設置しています。電話やメール

などに加え、日本では2017年にチャットサービスを開始。

より気軽、かつスピーディな問い合わせが可能になりました。

いただいた声は、一両日中に各店舗や関連部門に伝達し、

対応結果を責任者やカスタマーセンターが確認するなど、

お客様の声を企業活動に反映させています。また、ご不満に

ついては特に貴重なご意見であると認識し、いち早く店舗

や関連部門と共有。同様のケースが連続して発生しないよ

う、問題の根本的原因の特定と改善に取り組んでいます。

　また、さらなるサービスの品質向上を目指して、カスタ

マーセンターへの評価をお客様アンケートで収集していま

す。アンケートにはオペレーターの評価も含まれており、今

後、お客様の評価をオペレーター一人ひとりの教育に活か

していく予定です。

■ 不要になった自社商品を店頭で回収

　FRグループは、服を生産し、販売するだけではなく、リ

ユース・リサイクルすることを通じて、服の価値を最後まで

活かすことも重要な責務と考えています。お客様のもとで

不要になった服を、ユニクロおよびジーユー店舗で回収し、

国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）や世界各地の

NGO・NPOとともに、難民をはじめ、服を必要としている

人々に届ける活動を行っています。

　回収した服は選別し、着られる服（約80％）は必要な数

量や種類、届けられるルートを確認し、難民などに寄贈して

います。また従業員も定期的に寄贈先に赴き、服の寄贈と

ともに、服の配布状況を確認しているほか、人々の生活や

服に対する要望について、直接話を聞く活動も継続的に実

施しています。2017年8月末現在、16の国や地域で回収

しています。

　また、コントワー・デ・コトニエ事業では、フランスのNGO

と協働し、2015年から規格外などの理由で販売に至らな

かった商品を集めて、服を必要としている人々に寄贈する

ほか、断熱材に加工したり雑巾などに再利用したりしていま

す。2016年は約9.5tの服を集め、そのうち60％以上を寄

贈、30％以上をリサイクルしました。

■ 固形燃料へのリサイクル

　お客様から回収した服を選別した結果、着られない服

（約20％）は、固形燃料に生まれ変わります。服を破砕機で

細かく裂き、金属を取り除いてから紙とプラスチックを混ぜ

合わせて圧縮すると、高カロリー固形燃料（RPF）になりま

す。固形燃料は、石炭など化石燃料の代替として、大手製

紙会社の専用ボイラーで使われています。

お客様の声で商品を改善

商品重点領域 2

　2017年9月にウェブサイト「UNIQLO UPDATE」を
開設しました。このサイトでは、お客様の声によって改善
した商品の代表例を、進化のポイントとともに紹介。たと
えば「素材のごわつきが気になる」というご意見から素材
のタッチを柔らかく改良したパンツや、コートの下に着た
時にえり元から見えないようVネックにもなるダウンベスト
など、さまざまな商品が掲載されています。
　お客様から多くの声を
収集し、その一つひとつを
丁寧に検討し、商品をより
良くしていくことで、多くの
お客様に喜んでいただけ
る服をつくり続けたいとい
う、商品開発への姿勢を
伝えています。

2016年度は、難
民支援の拡大を
目的に服の回収を
強化した「1000
万着のHELP」プ
ロジェクトの展開
を受けて単年度
での回収点数が
大 幅に増 加しま
した。

UNIQLO UPDATEを開設

アパレル製造小売業としての責任

TOPICS

2017年度にカスタマーセンターにお客様から寄せられた声
（国内ユニクロ事業）
※ 電話、メール、手紙、店頭配布のハガキによる、自由回答の集計結果

※ ウェブ、ハガキ、アンケート、電話、メール、チャットの合計
お客様から寄せられた声の件数（国内ユニクロ事業）

主な内訳
・店舗（15%）
・オンラインストア（17%）
・商品（20%）
・プロモーション（2%）
・その他（2%）

ご要望・お問い合わせ 56%

服の回収点数の推移

1,500

1,000

500

0

（万点）

（年度）2015 2016 2017

736

1,490

2013 2014

802 731

1,161

お褒め 35%
主な内訳
・店舗（34%）
・商品（1%）

主な内訳
・店舗（3%）
・オンラインストア（3%）
・商品（3%）

ご不満 9%

2015年度

2016年度

2017年度

273,400件

390,890件

650,997件

合計

650,997件

3433



コミュニティに歓迎される
個店経営の実践へ

店舗とコミュニティ重点領域 3

課題認識

環境負荷の増大、貧困・難民問題、人種差別、テロ、地域紛争など、国際社会は今、

重大な社会課題に直面しています。ファーストリテイリング（FR）グループは、世界

各地のさまざまなコミュニティのなかで生かされている存在です。これらコミュニティ

の持続可能な成長と発展に貢献することは、私たちの重要な責任です。コミュニティ

には、難民問題などのグローバルな社会課題と、事業国固有の課題が存在します。

持続可能な社会の実現のためには、自治体やNGO・NPO、国際機関などが有する

知見やノウハウだけでなく、持続的な成長を使命とする民間企業がもつ多様な技術

とノウハウ、製品・サービス、情報や資金、マネジメント力を活かすことが求められて

います。

アプローチ

FRグループは、服をビジネスとする企業としての強みを活かし、国連難民高等弁務

官事務所（UNHCR）とのグローバルパートナーシップを通じて難民・避難民や災害

の被災者への衣料支援活動を実施しているほか、緊急支援、自立支援、啓発活動

などを実施しています。また、コミュニティが発展し続けるためには、人々が自立でき

る生活環境が不可欠です。そこでFRグループは、世界各地の店舗を活用して、さま

ざまな理由で社会的な弱者となった人々に対して職業訓練や就業の機会を提供する

とともに、次世代を担う子どもたちの教育を支援しています。さらに、店舗そのもの

がサステナブルになるよう、地域の人々と交流しながら地域固有の伝統や文化に

根ざした、安全で、かつ環境負荷の少ない店舗開発に注力しています。
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■ バングラデシュで「グラミンユニクロ」を展開

　バングラデシュはFRグループの重要な生産拠点です。近

年、著しい経済発展をとげており、2016年の経済成長率

は7％に達しています。一方で、貧困や教育などの社会課題

が存在しています。そこでFRは2010年、バングラデシュ

における繊維産業の発展と社会課題の解決を目指して、

ノーベル平和賞受賞者ムハマド・ユヌス氏が創設したグラ

ミン銀行グループとともにソーシャルビジネスを開始し、

2011年、バングラデシュで合弁会社GRAMEEN UNIQLO 

Ltd. （グラミンユニクロ）を設立しました。

　グラミンユニクロは、生産から販売に至るすべての事業

プロセスをバングラデシュ国内で展開しています。高品質

で快適な商品を、現地の人々が買い求めやすい価格で販

売しており、その収益は事業に再投資されています。グラ

ミンユニクロの成長とともに、生産パートナーの事業やその

労働者のスキル向上も目指しています。またユニクロ事業

のノウハウや経験を積極活用していくために、日本のユニ

■ 地域に根ざした個店経営を推進

　店舗がある国や地域には、歴史に培われた固有の文化・

生活・気候があり、服に関しても好みの色やデザイン、シル

エット、ふさわしいサイズがあります。ファーストリテイリン

グ（FR）グループは、世界各地の文化、価値観、歴史を尊重

しながら、新しいトレンドを取り入れた店舗を開発していま

す。地域のニーズと売れ行きに応じた品揃えを行い、商品

知識を十分に備えた店舗スタッフがお客様一人ひとりと対

話しながら顧客ニーズを満たしていく店舗運営を目指して

います。また同時に、環境に配慮した店舗開発・運営を推進

し、グローバルな社会課題にも解決策を提示していきたい

と考えています。

　FRグループは、経営者マインドをもった従業員たちが地

域ごとに異なるニーズに応えながらビジネスの成長と環境・

社会のサステナビリティを両立させていく個店経営を、グ

ローバルな店舗運営の指針としています。

■ 3つの柱で店舗における環境負荷を低減

　FRグループは、事業活動におけるさまざまな環境負荷を

低減していくために、「店舗設計とオペレーションポリシー」

を策定し、以下の3つを柱とした活動を推進しています。

店舗でのエネルギー使用の抑制・削減

　店舗の照明や空調システムの更新、運用改善を通じて温

室効果ガス排出量やエネルギー使用量の削減に努めてい

ます。国内のユニクロ店舗では、2020年度末までに二酸化

炭素排出量を2013年度比で10%削減（延床面積原単位）

することを目指し、環境に配慮した店舗設計や資材の調達

を進めています。

店舗での廃棄物管理

　店舗から出る廃棄物の99%は、商品の梱包材です。国内

ユニクロ・ジーユー事業の路面店では、これらのリサイクル

率100％を目指すとともに、ビルインの店舗においてもゴミ

の最少化を実施しています。

サステナブルな店舗建材・設備・消耗品

　店舗で使用している建材・設備・消耗品を定期的に見直

し、リユースや、よりサステナブルな資材へ切り替える方法

を検討しています。たとえば国内ユニクロ事業では、店舗の

閉店や改装の際に発生する店舗什器や設備の一部を、新

規店舗でリユースしています。この取り組みを、中国、韓国

事業にも拡大していきます。

■ シンガポールで新たな障がい者向けプログラムを開始

　ユニクロシンガポール事業は、2009年に同国に進出以

降、障がい者の積極的な雇用や、ユニクロ店内でアプリを

活用したTシャツデザインイベントを開催するなどの活動を

続けています。

　2017年には、障がい者の就労支援を目的とする新たな

職業訓練プログラムを開始しました。これは、シンガポール

の職業訓練施設内にユニクロの疑似店舗をつくり、障がい

者が店員となって販売を体験するなど、小売業で働く業務

スキルを習得できるプログラムです。

■ 「全商品リサイクル活動」を展開

　服は、人間の尊厳や自立につながるさまざまな役割を果

たします。これら服がもつ力を最大限に活かし、必要とする

人々に服を届けるために、ユニクロ事業は、2006年からお

客様のもとで不要になった服を店舗で回収。国連難民高等

弁務官事務所（UNHCR）と協働し、「全商品リサイクル活

動」として難民・避難民への寄贈などを実施しています。

　回収した衣料の用途は、当初は燃料化でしたが、UNHCR

の協力を得てリユース中心にシフト。UNHCRとアジア

企業初のグローバルパートナーシップを締結した2011年

からは海外での回収活動を開始しました。

　2017年8月末現在、16の国や地域で回収を行って

おり、約80％はリユース、約20％は高カロリー固形燃料

（RPF）としてリサイクルしています。

■ UNHCRとの対話を通じてマッチング精度を向上

　難民・避難民に寄贈した服が有効に利用されるために

は、宗教や文化のほか、生活環境の変化などを考慮した

マッチング精度が極めて重要です。そこでファーストリテイ

リング（FR）は、国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）と

の対話を通じて必要な服の種類や数量、物流ルートなどを

確認するとともに、従業員が自ら難民キャンプなどに赴き、

服の配布状況や、人々の服に対するニーズを直接ヒアリン

グしています。

　2017年度は、UNHCRと協力して長期的に支援を必要

とする地域と緊急性の高い地域に分けて寄贈先を管理す

る体制を構築したほか、FRの六本木本部で世界各地の

UNHCR職員を集めたワークショップを開催しました。その

結果、南スーダン、アフガニスタン、コロンビアの難民・避難

民への寄贈量が増加しました。2017年8月末までの累計

では、65の国や地域に約2,558万点の寄贈を実施してい

ます。

■ 難民問題を考える出張授業を実施

　国内ユニクロ事業は、子どもたちが難民問題に関心をも

ち、解決に向けて行動できるよう、2009年から「“届けよ

う、服のチカラ”プロジェクト」を行っています。これは、従業

員が講師を務める出張授業で、子どもたちが難民の避難生

活や服の役割について学ぶとともに、服の回収活動を体験

します。最後には、難民キャンプで服を寄贈している様子を

まとめたフォトレポートを見ながら、服が現地でどのように

役立てられているかを学びます。

　2017年は全国322校・約30,600人が参加し、難民

キャンプなどでニーズの高い子ども服を集めました。また、

韓国や米国でもプロジェクトを開始しました。

■ 店舗で「職場体験」を実施

　日本のユニクロとジーユーの店舗では、小・中・高等学校

の子どもたちを対象とした「職場体験」を実施しています。

　「職場体験」では、すべての仕事がお客様満足や店舗の

チームワークにつながる意義のあるものであることを実感

してもらえるよう、店長や店舗スタッフが対象年齢に合わせ

て活動内容を組み立てています。そして、課題に対し自ら

考え、解決する場を設けるなど、生きる力につながる問題解

決能力を、社会で必要なモラル・マナーやコミュニケー

ションスキルと同時に習得できるよう工夫しています。これ

らの活動は、参加するスタッフにとっても大切な学びの場と

なっています。

　2017年は全国735校・2,066人を受け入れました。

■ リーダー育成を目指した奨学金プログラムを開始

　ユニクロ香港事業では、人々がいきいきと活躍できる社

会を目指して、2015年、未来のリーダー育成を目的に、

5年間にわたる奨学金プログラムを開始しました。毎年10

人の若者に奨学金を提供しています。

　2017年度は、応募対象を従来の大学生に加え、ユニク

ロ店舗で働く学生やスタッフにも拡大しました。

■ 難民雇用

　国内ユニクロ事業では、2011年から難民事業本部など

と連携し、日本で難民認定を受けて定住が認められた難民

とその家族を対象に、難民雇用を積極的に進めています。

　毎年、受け入れ人数の拡大を図るとともに、従業員本人

だけでなく、難民への理解を深めるため、店長と、トレー

ナーとなる従業員へも研修を行っています。

　さらに現在は、難民雇用をドイツ、フランスなどでも実施

しており、2017年10月末現在、FRグループで合計57人が

勤務しています。今後は100人の雇用を目指しています。

■ UNHCRの自立支援プログラムに協力

　FRは、UNHCRに対して、2016年から550万USドル

（約6.6億円）を難民の自立支援プログラムに拠出していま

す。洋裁やパソコン操作など、地域で必要とされるスキルを

身につける職業訓練や、自営業の支援など収入創出プログ

ラムを、アジアの5カ国で展開しています。

クロの商品開発部門に、グラミンユニクロのデザイナーが

研修として参加し、さらに出店開発の担当者がユニクロの

グローバル会議に参加して、FRグループの方針や出店開

発の考え方を確認しました。

　グラミンユニクロの店舗はこの2年間で5店舗増え、

2017年12月末時点で14店舗となり、初の女性店長も

誕生しました。今後も現地での商品開発、雇用、出店、販売

などを積極的に推進し、バングラデシュの人々の生活を

豊かにしていきます。

サステナブルな店舗開発

コミュニティに歓迎される個店経営の実践へ

店舗とコミュニティ重点領域 3

地域に歓迎される店舗運営

服そのもので社会に貢献

　2017年3月、南仏の都市モンペリエにユニクロの新店
舗がオープンしました。店舗が入居するのは19世紀に建
設された地域でも有数の歴史的建造物。その価値を守る
ために、地元自治体は出店店舗を厳しく審査し、出店後も
保存状況を管理しています。ユニクロフランス事業は、出
店にあたり、地元の自治体などと対話を重ね、伝統を重視
しながら事業を通じて地域を良い方向に変えていくという
FRグループの価値観や理念、実績を紹介。自治体と共同
で計画を進めていくことを提案しました。また、デザイン面
でもファサードや屋根のトラス構造をそのまま残す一方
で、LED照明を多用。伝統とモダンさを融合させていま
す。オープンから約1年、自治体関係者によれば、ユニクロ
の賑わいは周囲の店舗へと拡大し、ショッピング街全体の
売上は約1割向上しました。

歴史的建造物を活かした店舗開発
――モンペリエ店での取り組み

TOPICS

現在の建物と19世紀に建設された建物の対比

建物の最大の特徴である屋根のトラス構造を保存して活用

店舗および本社の環境影響（国内グループ会社）

エネルギー使用量

272,424,374 kWh電気（店舗）

12,016,239 kWh電気（本社）

3,086,825 m3
都市ガスおよび
LPGガス（店舗）

6,073 m3ガス（本社）

二酸化炭素排出量（tCO2e）

13,169ガス（店舗）

40ガス（本社）

13,209スコープ1合計

159,913電気（店舗）

6,158電気（本社）

166,071スコープ2合計

廃棄物（t）

55,543店舗

国内ユニクロ店舗における
二酸化炭素排出量の削減目標

（延床面積原単位）

※ 店舗は、日本におけるユニクロ・ジーユー事業の数値。本社は、六本木本部・有明本部および山口本社の数値。

10 %
2020年度末までに
2013年度比

289本社

3837



■ バングラデシュで「グラミンユニクロ」を展開

　バングラデシュはFRグループの重要な生産拠点です。近

年、著しい経済発展をとげており、2016年の経済成長率

は7％に達しています。一方で、貧困や教育などの社会課題

が存在しています。そこでFRは2010年、バングラデシュ

における繊維産業の発展と社会課題の解決を目指して、

ノーベル平和賞受賞者ムハマド・ユヌス氏が創設したグラ

ミン銀行グループとともにソーシャルビジネスを開始し、

2011年、バングラデシュで合弁会社GRAMEEN UNIQLO 

Ltd. （グラミンユニクロ）を設立しました。

　グラミンユニクロは、生産から販売に至るすべての事業

プロセスをバングラデシュ国内で展開しています。高品質

で快適な商品を、現地の人々が買い求めやすい価格で販

売しており、その収益は事業に再投資されています。グラ

ミンユニクロの成長とともに、生産パートナーの事業やその

労働者のスキル向上も目指しています。またユニクロ事業

のノウハウや経験を積極活用していくために、日本のユニ

■ 地域に根ざした個店経営を推進

　店舗がある国や地域には、歴史に培われた固有の文化・

生活・気候があり、服に関しても好みの色やデザイン、シル

エット、ふさわしいサイズがあります。ファーストリテイリン

グ（FR）グループは、世界各地の文化、価値観、歴史を尊重

しながら、新しいトレンドを取り入れた店舗を開発していま

す。地域のニーズと売れ行きに応じた品揃えを行い、商品

知識を十分に備えた店舗スタッフがお客様一人ひとりと対

話しながら顧客ニーズを満たしていく店舗運営を目指して

います。また同時に、環境に配慮した店舗開発・運営を推進

し、グローバルな社会課題にも解決策を提示していきたい

と考えています。

　FRグループは、経営者マインドをもった従業員たちが地

域ごとに異なるニーズに応えながらビジネスの成長と環境・

社会のサステナビリティを両立させていく個店経営を、グ

ローバルな店舗運営の指針としています。

■ 3つの柱で店舗における環境負荷を低減

　FRグループは、事業活動におけるさまざまな環境負荷を

低減していくために、「店舗設計とオペレーションポリシー」

を策定し、以下の3つを柱とした活動を推進しています。

店舗でのエネルギー使用の抑制・削減

　店舗の照明や空調システムの更新、運用改善を通じて温

室効果ガス排出量やエネルギー使用量の削減に努めてい

ます。国内のユニクロ店舗では、2020年度末までに二酸化

炭素排出量を2013年度比で10%削減（延床面積原単位）

することを目指し、環境に配慮した店舗設計や資材の調達

を進めています。

店舗での廃棄物管理

　店舗から出る廃棄物の99%は、商品の梱包材です。国内

ユニクロ・ジーユー事業の路面店では、これらのリサイクル

率100％を目指すとともに、ビルインの店舗においてもゴミ

の最少化を実施しています。

サステナブルな店舗建材・設備・消耗品

　店舗で使用している建材・設備・消耗品を定期的に見直

し、リユースや、よりサステナブルな資材へ切り替える方法

を検討しています。たとえば国内ユニクロ事業では、店舗の

閉店や改装の際に発生する店舗什器や設備の一部を、新

規店舗でリユースしています。この取り組みを、中国、韓国

事業にも拡大していきます。

■ シンガポールで新たな障がい者向けプログラムを開始

　ユニクロシンガポール事業は、2009年に同国に進出以

降、障がい者の積極的な雇用や、ユニクロ店内でアプリを

活用したTシャツデザインイベントを開催するなどの活動を

続けています。

　2017年には、障がい者の就労支援を目的とする新たな

職業訓練プログラムを開始しました。これは、シンガポール

の職業訓練施設内にユニクロの疑似店舗をつくり、障がい

者が店員となって販売を体験するなど、小売業で働く業務

スキルを習得できるプログラムです。

■ 「全商品リサイクル活動」を展開

　服は、人間の尊厳や自立につながるさまざまな役割を果

たします。これら服がもつ力を最大限に活かし、必要とする

人々に服を届けるために、ユニクロ事業は、2006年からお

客様のもとで不要になった服を店舗で回収。国連難民高等

弁務官事務所（UNHCR）と協働し、「全商品リサイクル活

動」として難民・避難民への寄贈などを実施しています。

　回収した衣料の用途は、当初は燃料化でしたが、UNHCR

の協力を得てリユース中心にシフト。UNHCRとアジア

企業初のグローバルパートナーシップを締結した2011年

からは海外での回収活動を開始しました。

　2017年8月末現在、16の国や地域で回収を行って

おり、約80％はリユース、約20％は高カロリー固形燃料

（RPF）としてリサイクルしています。

■ UNHCRとの対話を通じてマッチング精度を向上

　難民・避難民に寄贈した服が有効に利用されるために

は、宗教や文化のほか、生活環境の変化などを考慮した

マッチング精度が極めて重要です。そこでファーストリテイ

リング（FR）は、国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）と

の対話を通じて必要な服の種類や数量、物流ルートなどを

確認するとともに、従業員が自ら難民キャンプなどに赴き、

服の配布状況や、人々の服に対するニーズを直接ヒアリン

グしています。

　2017年度は、UNHCRと協力して長期的に支援を必要

とする地域と緊急性の高い地域に分けて寄贈先を管理す

る体制を構築したほか、FRの六本木本部で世界各地の

UNHCR職員を集めたワークショップを開催しました。その

結果、南スーダン、アフガニスタン、コロンビアの難民・避難

民への寄贈量が増加しました。2017年8月末までの累計

では、65の国や地域に約2,558万点の寄贈を実施してい

ます。

■ 難民問題を考える出張授業を実施

　国内ユニクロ事業は、子どもたちが難民問題に関心をも

ち、解決に向けて行動できるよう、2009年から「“届けよ

う、服のチカラ”プロジェクト」を行っています。これは、従業

員が講師を務める出張授業で、子どもたちが難民の避難生

活や服の役割について学ぶとともに、服の回収活動を体験

します。最後には、難民キャンプで服を寄贈している様子を

まとめたフォトレポートを見ながら、服が現地でどのように

役立てられているかを学びます。

　2017年は全国322校・約30,600人が参加し、難民

キャンプなどでニーズの高い子ども服を集めました。また、

韓国や米国でもプロジェクトを開始しました。

■ 店舗で「職場体験」を実施

　日本のユニクロとジーユーの店舗では、小・中・高等学校

の子どもたちを対象とした「職場体験」を実施しています。

　「職場体験」では、すべての仕事がお客様満足や店舗の

チームワークにつながる意義のあるものであることを実感

してもらえるよう、店長や店舗スタッフが対象年齢に合わせ

て活動内容を組み立てています。そして、課題に対し自ら

考え、解決する場を設けるなど、生きる力につながる問題解

決能力を、社会で必要なモラル・マナーやコミュニケー

ションスキルと同時に習得できるよう工夫しています。これ

らの活動は、参加するスタッフにとっても大切な学びの場と

なっています。

　2017年は全国735校・2,066人を受け入れました。

■ リーダー育成を目指した奨学金プログラムを開始

　ユニクロ香港事業では、人々がいきいきと活躍できる社

会を目指して、2015年、未来のリーダー育成を目的に、

5年間にわたる奨学金プログラムを開始しました。毎年10

人の若者に奨学金を提供しています。

　2017年度は、応募対象を従来の大学生に加え、ユニク

ロ店舗で働く学生やスタッフにも拡大しました。

■ 難民雇用

　国内ユニクロ事業では、2011年から難民事業本部など

と連携し、日本で難民認定を受けて定住が認められた難民

とその家族を対象に、難民雇用を積極的に進めています。

　毎年、受け入れ人数の拡大を図るとともに、従業員本人

だけでなく、難民への理解を深めるため、店長と、トレー

ナーとなる従業員へも研修を行っています。

　さらに現在は、難民雇用をドイツ、フランスなどでも実施

しており、2017年10月末現在、FRグループで合計57人が

勤務しています。今後は100人の雇用を目指しています。

■ UNHCRの自立支援プログラムに協力

　FRは、UNHCRに対して、2016年から550万USドル

（約6.6億円）を難民の自立支援プログラムに拠出していま

す。洋裁やパソコン操作など、地域で必要とされるスキルを

身につける職業訓練や、自営業の支援など収入創出プログ

ラムを、アジアの5カ国で展開しています。

クロの商品開発部門に、グラミンユニクロのデザイナーが

研修として参加し、さらに出店開発の担当者がユニクロの

グローバル会議に参加して、FRグループの方針や出店開

発の考え方を確認しました。

　グラミンユニクロの店舗はこの2年間で5店舗増え、

2017年12月末時点で14店舗となり、初の女性店長も

誕生しました。今後も現地での商品開発、雇用、出店、販売

などを積極的に推進し、バングラデシュの人々の生活を

豊かにしていきます。

店舗とコミュニティ重点領域 3

次世代支援 難民の自立を支援

「全商品リサイクル活動」における衣料寄贈の実績（点）（2017年8月末までの累計）

アジアへの寄贈
アメリカ
への寄贈

オセアニア
への寄贈

アフリカへの寄贈

中東への寄贈

ヨーロッパ
への寄贈

541,100

2,484,200

16,971,200

181,500

14,700

5,393,400

アフガニスタン
バングラデシュ
カンボジア
中国
インド
日本
カザフスタン
キルギスタン
ラオス
マレーシア
ミャンマー

ネパール
パキスタン
フィリピン
シンガポール
韓国
スリランカ
台湾
タジキスタン
タイランド
ベトナム

コロンビア
ハイチ
米国

オーストラリア
ソロモン諸島

25,580,000
衣料寄贈点数

65
国や地域

フランス
ジョージア
ドイツ
ロシア
セルビア
英国

アルジェリア
アンゴラ
ボツワナ
ブルキナファソ
ブルンジ
カメルーン
コートジボワール
コンゴ民主共和国
エチオピア
ケニア
リベリア
マラウイ
モーリタニア

モザンビーク
ナミビア
ニジェール
ルワンダ
セネガル
シエラレオネ
南アフリカ
南スーダン
スワジランド
タンザニア
トーゴ
ウガンダ
ザンビア
ジンバブエ

イラク
ヨルダン
レバノン
サウジアラビア
シリア
イエメン

“届けよう、服のチカラ”
プロジェクト 322校 約30,600人が参加

職場体験 735校 2,066人が参加

UNHCRとユニクロ事業の自立支援プログラム参加者数
（2016年）

“届けよう、服のチカラ”プロジェクトと職場体験の実施数
（国内グループ会社 2017年）

3,220人イラン

1,015人マレーシア

1,267人インド

351人ネパール

＊ 2017年にパキスタンでも支援を開始。

ⒸNatsuki Yasuda/studioAFTERMODE
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■ バングラデシュで「グラミンユニクロ」を展開

　バングラデシュはFRグループの重要な生産拠点です。近

年、著しい経済発展をとげており、2016年の経済成長率

は7％に達しています。一方で、貧困や教育などの社会課題

が存在しています。そこでFRは2010年、バングラデシュ

における繊維産業の発展と社会課題の解決を目指して、

ノーベル平和賞受賞者ムハマド・ユヌス氏が創設したグラ

ミン銀行グループとともにソーシャルビジネスを開始し、

2011年、バングラデシュで合弁会社GRAMEEN UNIQLO 

Ltd. （グラミンユニクロ）を設立しました。

　グラミンユニクロは、生産から販売に至るすべての事業

プロセスをバングラデシュ国内で展開しています。高品質

で快適な商品を、現地の人々が買い求めやすい価格で販

売しており、その収益は事業に再投資されています。グラ

ミンユニクロの成長とともに、生産パートナーの事業やその

労働者のスキル向上も目指しています。またユニクロ事業

のノウハウや経験を積極活用していくために、日本のユニ

■ 地域に根ざした個店経営を推進

　店舗がある国や地域には、歴史に培われた固有の文化・

生活・気候があり、服に関しても好みの色やデザイン、シル

エット、ふさわしいサイズがあります。ファーストリテイリン

グ（FR）グループは、世界各地の文化、価値観、歴史を尊重

しながら、新しいトレンドを取り入れた店舗を開発していま

す。地域のニーズと売れ行きに応じた品揃えを行い、商品

知識を十分に備えた店舗スタッフがお客様一人ひとりと対

話しながら顧客ニーズを満たしていく店舗運営を目指して

います。また同時に、環境に配慮した店舗開発・運営を推進

し、グローバルな社会課題にも解決策を提示していきたい

と考えています。

　FRグループは、経営者マインドをもった従業員たちが地

域ごとに異なるニーズに応えながらビジネスの成長と環境・

社会のサステナビリティを両立させていく個店経営を、グ

ローバルな店舗運営の指針としています。

■ 3つの柱で店舗における環境負荷を低減

　FRグループは、事業活動におけるさまざまな環境負荷を

低減していくために、「店舗設計とオペレーションポリシー」

を策定し、以下の3つを柱とした活動を推進しています。

店舗でのエネルギー使用の抑制・削減

　店舗の照明や空調システムの更新、運用改善を通じて温

室効果ガス排出量やエネルギー使用量の削減に努めてい

ます。国内のユニクロ店舗では、2020年度末までに二酸化

炭素排出量を2013年度比で10%削減（延床面積原単位）

することを目指し、環境に配慮した店舗設計や資材の調達

を進めています。

店舗での廃棄物管理

　店舗から出る廃棄物の99%は、商品の梱包材です。国内

ユニクロ・ジーユー事業の路面店では、これらのリサイクル

率100％を目指すとともに、ビルインの店舗においてもゴミ

の最少化を実施しています。

サステナブルな店舗建材・設備・消耗品

　店舗で使用している建材・設備・消耗品を定期的に見直

し、リユースや、よりサステナブルな資材へ切り替える方法

を検討しています。たとえば国内ユニクロ事業では、店舗の

閉店や改装の際に発生する店舗什器や設備の一部を、新

規店舗でリユースしています。この取り組みを、中国、韓国

事業にも拡大していきます。

■ シンガポールで新たな障がい者向けプログラムを開始

　ユニクロシンガポール事業は、2009年に同国に進出以

降、障がい者の積極的な雇用や、ユニクロ店内でアプリを

活用したTシャツデザインイベントを開催するなどの活動を

続けています。

　2017年には、障がい者の就労支援を目的とする新たな

職業訓練プログラムを開始しました。これは、シンガポール

の職業訓練施設内にユニクロの疑似店舗をつくり、障がい

者が店員となって販売を体験するなど、小売業で働く業務

スキルを習得できるプログラムです。

■ 「全商品リサイクル活動」を展開

　服は、人間の尊厳や自立につながるさまざまな役割を果

たします。これら服がもつ力を最大限に活かし、必要とする

人々に服を届けるために、ユニクロ事業は、2006年からお

客様のもとで不要になった服を店舗で回収。国連難民高等

弁務官事務所（UNHCR）と協働し、「全商品リサイクル活

動」として難民・避難民への寄贈などを実施しています。

　回収した衣料の用途は、当初は燃料化でしたが、UNHCR

の協力を得てリユース中心にシフト。UNHCRとアジア

企業初のグローバルパートナーシップを締結した2011年

からは海外での回収活動を開始しました。

　2017年8月末現在、16の国や地域で回収を行って

おり、約80％はリユース、約20％は高カロリー固形燃料

（RPF）としてリサイクルしています。

■ UNHCRとの対話を通じてマッチング精度を向上

　難民・避難民に寄贈した服が有効に利用されるために

は、宗教や文化のほか、生活環境の変化などを考慮した

マッチング精度が極めて重要です。そこでファーストリテイ

リング（FR）は、国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）と

の対話を通じて必要な服の種類や数量、物流ルートなどを

確認するとともに、従業員が自ら難民キャンプなどに赴き、

服の配布状況や、人々の服に対するニーズを直接ヒアリン

グしています。

　2017年度は、UNHCRと協力して長期的に支援を必要

とする地域と緊急性の高い地域に分けて寄贈先を管理す

る体制を構築したほか、FRの六本木本部で世界各地の

UNHCR職員を集めたワークショップを開催しました。その

結果、南スーダン、アフガニスタン、コロンビアの難民・避難

民への寄贈量が増加しました。2017年8月末までの累計

では、65の国や地域に約2,558万点の寄贈を実施してい

ます。

■ 難民問題を考える出張授業を実施

　国内ユニクロ事業は、子どもたちが難民問題に関心をも

ち、解決に向けて行動できるよう、2009年から「“届けよ

う、服のチカラ”プロジェクト」を行っています。これは、従業

員が講師を務める出張授業で、子どもたちが難民の避難生

活や服の役割について学ぶとともに、服の回収活動を体験

します。最後には、難民キャンプで服を寄贈している様子を

まとめたフォトレポートを見ながら、服が現地でどのように

役立てられているかを学びます。

　2017年は全国322校・約30,600人が参加し、難民

キャンプなどでニーズの高い子ども服を集めました。また、

韓国や米国でもプロジェクトを開始しました。

■ 店舗で「職場体験」を実施

　日本のユニクロとジーユーの店舗では、小・中・高等学校

の子どもたちを対象とした「職場体験」を実施しています。

　「職場体験」では、すべての仕事がお客様満足や店舗の

チームワークにつながる意義のあるものであることを実感

してもらえるよう、店長や店舗スタッフが対象年齢に合わせ

て活動内容を組み立てています。そして、課題に対し自ら

考え、解決する場を設けるなど、生きる力につながる問題解

決能力を、社会で必要なモラル・マナーやコミュニケー

ションスキルと同時に習得できるよう工夫しています。これ

らの活動は、参加するスタッフにとっても大切な学びの場と

なっています。

　2017年は全国735校・2,066人を受け入れました。

■ リーダー育成を目指した奨学金プログラムを開始

　ユニクロ香港事業では、人々がいきいきと活躍できる社

会を目指して、2015年、未来のリーダー育成を目的に、

5年間にわたる奨学金プログラムを開始しました。毎年10

人の若者に奨学金を提供しています。

　2017年度は、応募対象を従来の大学生に加え、ユニク

ロ店舗で働く学生やスタッフにも拡大しました。

■ 難民雇用

　国内ユニクロ事業では、2011年から難民事業本部など

と連携し、日本で難民認定を受けて定住が認められた難民

とその家族を対象に、難民雇用を積極的に進めています。

　毎年、受け入れ人数の拡大を図るとともに、従業員本人

だけでなく、難民への理解を深めるため、店長と、トレー

ナーとなる従業員へも研修を行っています。

　さらに現在は、難民雇用をドイツ、フランスなどでも実施

しており、2017年10月末現在、FRグループで合計57人が

勤務しています。今後は100人の雇用を目指しています。

■ UNHCRの自立支援プログラムに協力

　FRは、UNHCRに対して、2016年から550万USドル

（約6.6億円）を難民の自立支援プログラムに拠出していま

す。洋裁やパソコン操作など、地域で必要とされるスキルを

身につける職業訓練や、自営業の支援など収入創出プログ

ラムを、アジアの5カ国で展開しています。

難民問題は拡大し続けている
今、最も危機的な地域は8つの紛争を
抱えるアフリカです。また、アジアにも大
きな紛争が2つあります。一つはアフガニ
スタンで、危機が長期化して避難先で第2
世代の難民が生まれるなど、深刻な問題
を抱えています。直近では、ミャンマーか
らバングラデシュに避難しているロヒン
ギャの問題があります。内乱や戦争、暴
力、迫害によって故郷を追われた難民の
数は世界中で推計6,600万人を超えて
います。
難民問題は、今や欧州や米国、オースト

ラリアなどの先進国にとっても課題です。
政局に利用しようとする政治家もいます
が、これは誤りだと考えています。危険か
ら逃れてきた難民は、国に帰れる時が来
るまで助けと保護を必要としている人々
だということを忘れてはなりません。

多様な経営資源をもつ民間企業に期待
これら情勢を受けて、国連難民高等弁務
官事務所（UNHCR）は世界各地に対し
て、国境を開き難民を受け入れるよう訴
え、財政支援を求めています。しかし、難民
問題は国家や援助機関だけでは対応でき
ない、規模と深刻さを抱えており、民間企
業がもつ経営資源の活用を期待していま
す。とりわけグローバル企業は、事業を通じ
て多くの難民を雇用したり、難民問題を
人々に啓発する機会を有しています。ま
た、技術力、物流網、ITといった課題解決
に不可欠な資源を有しています。企業力を
活かした積極的な支援に期待しています。

FRの多角的な活動を評価
こうしたなかで、ファーストリテイリング

（FR）との協働は、資金提供だけではなく、
FRの従業員や取引先、お客様とともに、多
岐にわたる難民支援活動を展開していると

いう点で、他社にとって大いに参考になる
ものです。
「全商品リサイクル活動」もその一つで
す。ユニクロ・ジーユー事業は、世界中の店
舗を通じて従業員やお客様に難民の存在
と問題の深刻さを知ってもらうと同時に、服
の寄贈という解決策の一つを自ら実践して
います。
また、店舗では難民の職業体験を実施

し、雇用に結びつけています。FRは、「難民
は可能性、戦力、あえて言えば資産だと考
えるべきで、負担だと考えてはならない」と
いう考えのもと、今、57人の難民が、日本、
ドイツ、フランスで働いています（2017年
10月末時点）。目標は100人と聞いていま
すので、これからも地域社会に難民が溶け
込めるよう、サポートをお願いしたいと思い
ます。
また、2011年からはFRグループの従業
員が、難民支援の現場でUNHCR職員とと
もに活動を体験するプログラムを実施して
います。この活動を通じて、従業員一人ひ
とりが「アンバサダー」となり、お客様やご
家族、友人に難民問題の現状を話していた
だくことで、問題解決に向けた新たな方法
が生まれてくることを期待しています。

難民問題の支援活動に参加を
最後に、改めて申し上げたいことは、難
民とは、世界で最も困難な状況に置かれた
人たちであるということです。私や皆さん
と同じような人たちが、たった一日で、家
も、仕事も、学校、友人、そして一番大事な
人ですら、何もかも置き去りにして逃げると
いう決断を迫られたのです。難民は脅威で
はなく、脅威から逃れるために助けを求め
ている人たちです。難民の置かれた状況に
ついて学んだり、その支援を実践している
団体や企業の取り組みにぜひ参加してほし
いと切に願っています。

国連難民高等弁務官フィリッポ・グランディ氏からのメッセージ

フィリッポ・グランディ氏（右）と柳井CEO

MESSAGE クロの商品開発部門に、グラミンユニクロのデザイナーが

研修として参加し、さらに出店開発の担当者がユニクロの

グローバル会議に参加して、FRグループの方針や出店開

発の考え方を確認しました。

　グラミンユニクロの店舗はこの2年間で5店舗増え、

2017年12月末時点で14店舗となり、初の女性店長も

誕生しました。今後も現地での商品開発、雇用、出店、販売

などを積極的に推進し、バングラデシュの人々の生活を

豊かにしていきます。

店舗とコミュニティ重点領域 3

ソーシャルビジネスで豊かな暮らしを実現
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従業員

すべての従業員が
健康で活躍できる
職場づくりへ

重点領域 4

課題認識

グローバル企業は、法令や基準がそれぞれ異なる国や地域で事業を展開していま

す。国際社会で持続可能なビジネスを推進していくためには、現地の法令遵守だけ

でなく、ステークホルダーの人権を重視した事業を推進していく必要があります。ま

た、企業が競争力を高めるためには、あらゆる従業員が能力を高め、企業はその能力

を発揮できる機会と評価・報酬制度を整備し、従業員の自己実現と企業の成長の

ベクトルを合わせていく必要があります。

アプローチ

ファーストリテイリング（FR）グループの成長の原動力は、世界各地で活躍する従業

員たちです。FRは、一人ひとりの従業員がもつ力を発揮しながら地域社会や会社と

ともに成長していけるよう「安心して働ける職場の整備」を重要課題の一つに掲げて

います。また、FRは「仕事を通じた成長と自己実現の機会提供」も重要課題に位置

づけ、キャリア開発や能力開発に関するさまざまな施策の実施やグローバルな評価・

報酬制度の整備に努めています。FRは、これら人事面での取り組みを一層強化して

いくために、グループ・グローバルで施策を実施していく「グローバル人事部」を設け

ました。

また、人権やコンプライアンスなどを含め、従業員が守るべき地球環境、会社財産、

情報管理などについて明文化した「ファーストリテイリンググループ コードオブコンダ

クト（CoC）」を制定しています。従業員全員で常に倫理的な行動がとれるよう、研修

を行うなど、取り組みを進めています。
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■ 人権ポリシーの策定に着手

　ファーストリテイリング（FR）は、コンプライアンスや人権

の尊重、企業倫理など全従業員が共通の指針とすべき基本

事項をまとめた「ファーストリテイリンググループ コードオ

ブコンダクト（CoC）」を制定しています。

　FRは、FRグループの全従業員に対して、CoCの理解と

浸透を促進させるためのCoC研修を行っています。FRは、

研修を受講した全従業員に対してCoCの遵守を誓約する

署名付きの書面の提出を求めています。

　また、サステナビリティ研修や企業理念研修においても、

企業倫理やコンプライアンスの重要性を伝えています。

　さらに、人権問題への世界的な意識の高まりを受けて、

2017年には、「人権ポリシー」の策定に着手し、人権尊重の

取り組みをより強化しています。

■ 世界の各事業拠点でホットラインを運用

　FRは、CoC違反が懸念される事柄や個人の業務上の

悩みを伝えるホットラインをグループ・グローバルに運用し

ています。案件に対しては、担当者が相談者のプライバ

シーを保護しながら実態調査を実施。CoC違反の疑いがあ

る場合は、CoC委員会または関連部門で具体的な解決

に向けて審議します。

　ホットラインへの相談の内訳は、国内外ともに「上司との

コミュニケーション問題」「業務・キャリアに関する相談」が

多数を占めました。これらの問題は、経験の浅い店長やマネ

ジャーの従業員対応に起因するケースが多いことから、FR

は今後、管理職に昇格した従業員への研修を強化していき

ます。

■ 女性従業員の活躍を支援

　女性向けの商品が半数以上を占めるFRグループにとっ

て、女性従業員の活躍は事業の成長に不可欠です。そこで

FRは、管理職に占める女性の割合を30％以上にすると

いう目標を掲げて、2015年3月に「女性活躍推進室」を

設置。女性店長と経営層および外部有識者が対話する

「Women’sダイレクトミーティング」、子育てをしながら店

長として働く女性社員同士が意見交換する「子育て女性店

長会」、女性管理職をメンター役とした「女性店長研修」な

どを実施しています。なお、出産・育児休暇を取得中の従業

員が職場復帰への不安を抱くことがないよう、希望者は

これらのイベントに参加することができます。

　このような取り組みの結果、FRグループの2017年度の

女性管理職の割合は31.3％となり、目標を達成することが

できました。FRグループは今後も各種制度の拡充を図ると

ともに、管理職候補となる従業員を幅広く選定し、新たな

業務へのアサインや部門異動による計画的なキャリア形成

支援を図り、リーダーはもちろん、部長や役員のさらなる

女性比率向上に取り組んでいきます。

■ 仕事と生活の両立を支援

　FRグループが成長し続けていくためには、従業員が長期

にわたって働き、活躍できる職場環境の整備が不可欠で

す。そこでFRは、出産・育児、介護などのライフイベントを

迎えた従業員が多様な働き方を選択できるよう、育児・介護

休暇や時短勤務など、男女を問わず仕事と生活の両立を支

援するさまざまな制度を整え、利用しやすい環境づくりに努

めています。2017年には、国内FRグループの本部社員を

対象に、在宅勤務制度を導入しました。

■ 障がい者雇用を推進

　FRグループは、従業員があらゆる障がいの有無を超え、

チームの一員として互いに学び合い、成長するために、

2001年から国内のユニクロ店舗で障がい者雇用の取り組

みを開始しました。2012年には、当初の目標であった「1店

舗に1名」をほぼ達成。2017年度の国内グループ会社の

障がい者雇用率は、5.35%であり、日本の法定雇用率

（2.0％）を大幅に超えています。

　2017年8月末現在、16の国や地域で1,613人の障がい

者が働いています。

■ 労働安全衛生プログラムを推進

　ファーストリテイリング（FR）は、国内のグループ従業員

に対して安全で健康的な職場環境を提供するために、全国

で50名以上の産業医と契約しています。

　また、国内3カ所に「FRウェルネスセンター」を設置。同

センターは、従業員の健康診断の受診促進のほか、心身の

健康に関する継続的な情報発信や、保健師やカウンセラー

による健康相談を実施しています。また、統括産業医を中心

とした「中央安全衛生委員会」を毎月開催し、労働安全衛生

プログラムの進捗状況の確認や課題解決を議論しています。

　2017年度は、増加する海外異動者に対する赴任前の

健康診断と健康指導、現地のかかりつけ医の選定などを

実施しました。FRは、これらの活動を今後、海外拠点にも

拡大していきます。

■ 労働災害事故の防止策で発生件数が減少

　FRグループの労働災害事故の多くは店舗内での脚立の

使用やレイアウト変更時の什器移動に伴うけがであること

から、2017年度は、脚立の正しい使用方法を、写真や動画

を用いて、イントラネットで通達しました。

■ ビジョン・方針を共有

　ビジネス環境が多様化するなか、従業員一人ひとりが能

力を発揮し活躍するためには、ビジョンを共有することが重

要です。FRグループは、そのための機会として、店長およ

び本部従業員約5,000人が参加する「FRコンベンション」

を年2回、日本で開催しています。

■ キャリア開発の促進

　FRは、従業員のキャリア開発の一環として、従業員が自

らのキャリア希望を人事部へ直接申告できる「自己申告制

度」、店舗・本部各部署への異動希望者を募る「社内公募制

度」を実施しています。2017年8月からは、FRグループ

各社の事業経営者と各部門責任者、人事部が、従業員の

キャリア計画を議論する「人材開発会議」を行い、個々人の

業務割当・異動・登用を計画的に実施しています。2017年

には、FRグループの全従業員の能力、評価、キャリアなどを

統合した人材データベースを構築。また、グローバルな観

点から最適な人事異動を実施していく「グローバル人事

部」を設置しました。

■ キャリア開発を支える評価制度を整備

　FRは、従業員を正しく評価するために、目に見える成果

だけでなく、上司・同僚・部下が個人の多様な能力を360度

評価する制度を2017年10月から全グループに導入して

います。

　また、透明で公正な人事評価や報酬をFRグループで

統一して実施していくために、職種階層別に求められる能

力や要件を定義したグローバルグレードを採用。2015年

度からは、国、地域、評価者、業績による評価の偏りを防ぐ

ためにFRグループ共通の評価分布ガイドラインを導入して

います。

■ 人事制度と教育プログラムの連動

　従業員のキャリアを広げるためには、全体教育に加え、個

性や目標に応じた個別教育が重要です。また、複雑なビジ

ネス環境のなかで成果を出せるグローバルリーダーの育成

には、人事制度と教育プログラムの連動が不可欠です。

　そこでFRグループの社内教育機関「FR-MIC（FR 

Management and Innovation Center）」は、人事部と

ともに長期的な視点で人材を育成する「10年教育カリキュ

ラム」を策定しています。また、グローバルリーダーの育成

に向けて、世界各地の事業拠点から推薦された経営者候補

が、ブランドや事業国・地域を横断した業務上の重要課題を

解決することを目指す「未来のグローバルリーダープログ

ラム」、事業課題の解決や新規事業の開発、提案と実行に

チャレンジする「MIRAIプロジェクト」を運営。現在は、これ

ら活動の成果を検証しながら、一層効果的なプログラムの

開発に取り組んでいます。

従業員重点領域 4

安全・健康管理

キャリア開発の促進

能力開発・教育の促進

労働災害事故発生件数の年次推移
（国内グループ会社）

10年教育カリキュラム
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基礎教育
入社1年

新人教育
新人店長教育

事業系教育業務系教育思考系教育

FRの価値観

FRの理念
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部下育成

販売計画

部下育成（基礎～上級）
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ビジネスコミュニケーション

クリエイティブ思考力

情報活用
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クリエイティブに触れる 発想の基本手法 発想をビジネスにつなげる
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事業課題解決演習

FRの理念教育（基礎～上級）
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連結売上高（億円）

連結営業利益（億円）
連結従業員数（人）

店舗数（店）

国内ユニクロ事業

海外ユニクロ事業

グローバルブランド事業

合計
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1,644

99,500
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798

1,339
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17,864

1,272

100,130

837

958

1,365

3,160

18,619

1,764

114,830

2015 2016 2017

831

1,089

1,374

3,294

2015 2016 2017

社員、準社員、契約社員、
アルバイト登録社員数の合計（ ）
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コーポレートガバナンス／情報セキュリティ／外部評価／サステナビリティコミュニケーション ファーストリテイリンググループの概要

商号 株式会社 ファーストリテイリング

設立 1963年5月1日

本社所在地 〒754-0894 
山口県山口市佐山717番地1

六本木本部所在地 〒107-6231 
東京都港区赤坂9丁目7番1号 
ミッドタウン・タワー

有明本部所在地 〒135‐0063 
東京都江東区有明1-6-7-6F 
UNIQLO CITY TOKYO

資本金 102億7,395万円

事業内容 株式または持分の所有によるグループ全体の
事業活動の支配・管理など

コーポレートガバナンスの考え方

情報セキュリティ

外部評価 会社概要

免責事項 
本レポートには、株式会社ファーストリテイリングとそのグループ会社の過去と現在の事実だ
けでなく、発行時点における計画や見直し、経営方針・経営戦略にもとづいた将来予測が含ま
れています。この将来予測は、記述した時点で入手できた情報にもとづいた仮定ないし判断
であり、諸条件の変化によって、将来の事業活動の結果や事象が予測とは異なったものとなる
可能性があります。

2017年度の開催実績
サステナビリティ委員会 2回

企業取引倫理委員会 12回

コードオブコンダクト委員会 10回

ファーストリテイリング（FR）は、取締役会の独立性や監督

機能を強化しながら、迅速で透明性のある経営を実現し、

コーポレートガバナンスの水準を高めています。

コーポレートガバナンス体制強化の一環として、取締役会

および代表取締役から一定の範囲内で業務執行権限を委譲

する執行役員制度を採用することで、経営の意思決定機能と

業務執行機能の分離を図り、迅速な経営を目指しています。

また、取締役の過半数を社外取締役とすることにより、取締

役会の独立性を高めるとともに、監督機能を強化しています。

当社は監査役会設置会社で、取締役会の機能を補完する

各種委員会を設置しています。委員会には「人事委員会」「サス

テナビリティ委員会」「開示委員会」「IT投資委員会」「コード

オブコンダクト委員会」「企業取引倫理委員会」があります。

ファーストリテイリング（FR）は、グローバルに事業を展開

するアパレル企業です。国内ユニクロ事業、海外ユニクロ事

業、グローバルブランド事業の3つのセグメントで構成してい

ます。特に海外ユニクロ事業は、われわれの成長エンジンに

なっています。2001年に英国・ロンドンに最初の海外ユニク

ロ店舗がオープンしてから、2017年8月現在、海外ユニクロ

は1,089店舗まで拡大し、ユニクロ事業全体に占める売上構

成比は約38％まで成長しています。

FRグループは、事業のグローバル化やEコマース事業の

売上比率向上、また世界の国や地域における個人情報保護

関連法案の制定・厳格化が進むなかで、情報セキュリティへの

取り組みの重要性を強く認識しています。2014年5月には、

情報セキュリティ担当役員であるグループCSO（チーフ セキュ

リティ オフィサー）の直下組織として、FRグループの情報セ

キュリティ室を設置。IT関連の各部門や事業部門などを横

断する情報管理体制を構築し、事業全体での情報セキュリ

ティについてアセスメントを行い、対策を実施しました。

また、従来の情報セキュリティ規程を昨今の状況に合わせ

て見直し、従業員の意識向上を目指した新たな情報セキュリ

ティポリシーとして、2017年2月に「情報セキュリティ基本規

程」「個人情報基本規程」を制定しました。従業員には、eラー

ニングなどを通じて周知徹底を図っています。

今後も、世界の国や地域の情報セキュリティ室や法務部門

と連携し、情報管理体制の強化と従業員への定期的な教育・

啓発活動に取り組んでいきます。また、万一情報セキュリティ

に関わる問題が発生した場合には、関連する法規制に従って

適時・適切に情報を公開するとともに、関係部門が連携し、再

発防止に向けた対策を迅速に実行します。

世界の代表的なESG投資指標であるDow Jones 

Sustainability Index（以下DJSI）のアジアパシフィック地域

の構成銘柄であるDJSI Asia Pacificに2年連続で選定され

ています。

事業内容

国内ユニクロ事業 （日本）

日本全国で831店舗を展開し、売上高は8,107億円を超える

国内最大のアパレル小売ビジネスです。
● 売上高：8,107億円　● 営業利益：959億円

海外ユニクロ事業

ユニクロ店舗を中国、香港、台湾、韓国、シンガポール、マ

レーシア、タイランド、フィリピン、インドネシア、オーストラリ

ア、米国、カナダ、英国、フランス、ドイツ、ベルギー、スペ

イン、ロシアで展開しています。
● 売上高：7,081億円　● 営業利益：731億円

グローバルブランド事業

「ファッションを、もっと自由に。」というブランドコンセプトで

誕生したジーユー事業、コンテンポラリーなファッションを

提案するセオリー事業、フランス生まれの婦人服ブランドで

あるコントワー・デ・コトニエ事業、ランジェリーブランドのプリン

セス タム・タム事業、そしてロサンゼルス発のプレミアムデニム

が人気のJ Brand事業があります。
● 売上高：3,401億円　● 営業利益：140億円

サステナビリティコミュニケーション

FRは、多様なステークホルダーの皆さまとのコミュニケー

ションを促進するため、本サステナビリティレポートに加え、

ウェブサイト、小冊子「服のチカラ」、店頭リーフレット・ポス

ター、SNSなどを通じて、さまざまな種類の情報開示を積極

的に行っています。

http://www.fastretailing.com/jp/sustainability/
ウェブサイト

（年度）

（年度）
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